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見直しが必要

エレクトロニクスは私たちの毎日の生活に欠かせないものと
なった。デジタル化、世界的な中間層の増大、急激に進むイノベー
ションなど、数多くの要因に後押しされて、家電機器、ICT、産業・
医療エレクトロニクス、自動車エレクトロニクスなど、各種セグメ
ントの需要がかつてないほど高まっている。こうした需要増と、
エレクトロニクス業界で現在主流となっている直線型ビジネス
モデルが相まって、環境へのマイナスの影響が大幅に増加しかね
ない勢いである。

エレクトロニクス製品の需要拡大に伴って原材料の需要も
高まる上、同製品は製造過程で大量のエネルギーを使用する。
その消費パターンは、使用期間が短く、早くに製品寿命が終わる。
さらに、マテリアルフローの管理が不適切なため、電子機器廃棄
物という環境問題も拡大している。エレクトロニクス業界におけ
る循環型モデルにはビジネス上のメリットが明らかにある、と私
たちは考える。循環型エレクトロニクスはこうした問題の改善に
役立つとともに、気候の観点からも費用対効果の観点からも価
値を生むのは間違いない。

エグゼクティブサマリー

これを踏まえて私たちはこの価値を定量化し、エレクトロニク
スに循環型モデルを導入する利点について、さらなるエビデンス
を提供しようとした。

現在のエレクトロニクス業界の主流は循環型ではなく直線型
のモデルであり、そこにはバリューチェーンに沿って幅広い環境・
社会・経済上の問題が伴う。循環型経済へ移行することで、エレ
クトロニクスがビジネスや消費者にもたらすプラスの効果を損な
うことなく、業界が直面する課題の多くを解決できる。その点で、
エレクトロニクス部門はライフサイクルの全ステージで排出され
る温室効果ガスに大きな責任を負うことを指摘しておかなけれ
ばならない。現在、エレクトロニクス業界の温室効果ガス排出量
は全世界のかなりの部分を占めており、ファッション業界の排出
量にほぼ相当するレベルである。
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循環型経済

現在の直線型経済（リニアエコノミー）は「採取・製造・廃棄」の
原則に従っている。資源の採取、生産、消費、処分という段階を順
に踏むのが特徴である。原材料と製品がこれらの段階を直線的
に経ていき、最終的に廃棄されるという考え方だ。この原則は、
システムとしての直線型経済の欠陥を示している。つまり無駄が
多く、有害で、高くつく。比較的短い時間しか使われない最終財を
つくるために、エネルギーや労働力、体化炭素排出などの資源を
必要とする。

直線型モデルは多くの場合、環境に悪影響を与える非効率的な
処理方法につながり、それが汚染や資源の枯渇をもたらし、生態
系や人間の健康に悪影響を及ぼす。

直線型経済の課題に対応するためには、循環型経済への移行
が必須である。循環型経済は資源効率を最大化し、廃棄物をあ
らかじめなくすよう製品を設計し、製品の再利用、リサイクル、改
修を促そうとする。自然資本の復元を目指すのが原則的な考え
方であり、限りある資源や自然の消費・破壊から経済活動を切り
離す（デカップリング）ような方法で製品やビジネスモデル、シス
テムを設計する、そんなシステム思考に触発されている。

循環型経済は資源効率やデカップリングだけにとどまらず、大
気中の二酸化炭素の絶対量を減らして気候変動を緩和すること
もできる。気候変動、自然資本、生物多様性の分野で持続可能
な開発を可能にする、多くのコベネフィットをもたらすことが期
待される。

ベネフィットの実現には一連の変革が必要
私たちは外部関係者とも協力しながら、ほぼ1年かけて、循環
型ビジネスモデルへ移行することの気候および財務上のベネ
フィットを定量化しようと、全社的に調査・研究を続けてきた。
本レポートではその分析結果をお届けする。今回はエレクトロニ
クス業界を事例に取り上げたが、循環型ビジネスモデルへの移
行によって価値を生み出す可能性は、ほぼ全ての産業にあると
考える。本調査ではエレクトロニクス業界の4つのセグメントで3
つの循環型ビジネスモデルを評価し、セグメントが違えば効果
的な戦略も違うことが判明した。その企業が主にコスト削減を
目指しているのか、環境負荷の低減を目指しているのかにそれは
左右されるのだが、それでも本レポートで分析した全ての循環型
ビジネスモデル（循環型原材料、再製造、PaaS）は、今後12年間、
直線型モデル（現状のまま）に比べて費用対効果が高く、二酸
化炭素換算（CO2e）排出量を大きく削減することが明らかに
なった。

図表1：エレクトロニクス部門のコスト推移
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全体として、循環型戦略は平均で12％のコスト削減、10％の
CO2e排出量削減につながることがわかった。セグメントごとに
見ると、家電、産業エレクトロニクス、ICTでは、その企業がコス
ト削減を目指すのかCO2e排出量の低減を目指すのかによって、
PaaSまたは再製造が最善の戦略となった。自動車エレクトロニ
クスでは、再製造が最善の戦略であることがわかった。調査の時
点では、同セグメントのほとんどの企業にとって、電子部品レベル
でPaaSを利用するのは不可能と思われたからだ。

とはいえ、これら3つの循環型ビジネスモデルはそれぞれ、初期
投資と事業変革を必要とすることを認識しておかなければなら
ない。循環型原材料戦略を強化して少しずつ実行に移すといった
一見単純に思える対策でも、有益な成果を生むことができ、オペ
レーションや戦略の大規模な変更は必要としない。そして企業は
循環型モデルへの取り組みになじんでくると、本レポートで触れ
ていないものも含め、より高度なビジネスモデルへ徐々に移行す
ることができ、最終的に循環型モデルが事業戦略に十分根づくよ
うになる。

また、循環型戦略は単独で実行されないことが多く、互いを組
み合わせての実行が可能である。例えば、製造段階で製品の循
環型原材料を使い、使用段階でPaaSモデルを利用すれば、コス
トやCO2e排出量をもっと削減できる。

今回検討したもの以外にも、エレクトロニクス業界の企業に循
環性の追求を促す要因はいくつかある。例えば、ビジネスモデル
の実行や資源効率向上の原動力となるデジタル化、効果的なシ
ナジーを提供する可能性があるパートナーシップ、循環型経済へ
向けて高まる規制当局からの要求などだ。しかし、先に述べた初
期投資や必要な事業変革など、課題もある。ただ、循環型ビジネ
スモデルへの移行に伴う課題は確かにあるものの、思い切って取
り組んでみるメリットも明らかにあり、多くの価値が得られるは
ずだと私たちは考える。

取り組みの中でアドバイスが必要なときは、PwCネットワーク
内の循環型モデルやサステナビリティの専門家に遠慮なくご連
絡いただきたい。御社が循環型経済のもたらすチャンスをものに
し、長期的で持続可能な価値創造を実現できるよう、いつでもお
手伝いする。

図表2：循環型モデル実現へのプロセス
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イントロダクションと背景

デジタル化、世界的な中間層の増大、急激に進むイノベーショ
ンなどに後押しされて、エレクトロニクスの各セグメントの需要
がかつてないほど高まっている。21世紀に入り、テクノロジーとイ
ノベーションは、通信手段の改善、自動化（オートメーション）に
よる効率化、資源配分の最適化などを通じて、経済発展に欠か
せない役割を果たしている。

グローバルな接続性が拡大し、さまざまな国で経済が急成長
を遂げた結果、電子・電気機器（EEE）
の需要は拡大を続けている。スマート
フォンやタブレット、ラップトップの普
及により、インターネットにアクセスで
きる人が増える一方、中間層の増大に
伴って、冷蔵庫や洗濯機、暖房機器、薄
型テレビといった家電製品の生産・購入
も増えている。今後も予想される接続
性の向上は、分散化されたクラウドデー
タセンターへの移行が進み、地域の
データセンターや企業のIT機器への依
存が減ることを暗示している。同時に、相互接続デバイスの消費
者向け市場は活況を呈する見込みで、2023年には接続デバイス
の数が世界人口の3倍を上回ると予測される。

全世界のエレクトロニクス市場の規模（2023年）は1兆2,750
億米ドル、年平均成長率（CAGR）は7.5％で、アジア太平洋地域と
北米地域が需要を牽引している1。しかし、こうした成長の結果、
推計7,700万トンのエレクトロニクス製品がグローバル市場に導
入された。アジアがそのうち半分以上を消費しており、南北アメリ
カ（20％超）と欧州（18％弱）がそれに次ぐ2。

EEEの直線型消費の増加によって、「採取・製造・廃棄」の現状
がもたらす、環境・社会面の負の外部性に焦点が当たっている。
規制当局や消費者が特に懸念する負の外部性は、例えば、人為
的気候変動の原因となるCO2e排出量、職場事故による短期・長
期的な健康への影響、採取・生産施設の近隣地域での環境汚染
や騒音公害などである3。2019年には、全世界の電子機器廃棄物

のうち、回収され適切にリサイクルされたのは17％にすぎな
かった。つまり、4,430万トン（控えめに見積もっても570億米ド
ル相当）の原材料が1年間に廃棄処分されたことになる4。直線型
のシナリオでは、金、銀、銅、プラチナなど、回収可能な高価な素
材が、しかるべく処理されて市場に再導入されることなく廃棄ま
たは焼却されている。原材料の無駄に加えて、電子機器廃棄物の
不適切な管理により、インフォーマルなリサイクルが産業として
拡大することにもなった。適切な安全策を講じずに電子機器を焼

却・廃棄するなどの危険な行為が横行し、
その結果、世界の廃棄物を引き受ける途上
国の人々や環境にあまりにも大きな影響
が及んでいる5。

循環型経済へ移行すると、エレクトロニ
クス業界が直面する課題の多くを、ビジネ
スや消費者へのプラス効果を損なうことな
く解決できる。循環型ビジネスモデルが目
指すのは、資源をできるだけ長い間最大限
に利用し、以降の使用サイクルでも価値が

保たれるようにマテリアルループを閉じる製品システムである。
ループを閉じておくことで、資源の採取と製品寿命終了時の処分
――環境・社会面のインパクトが最も大きいとされる段階――に
伴う負の外部性が最小化される6。循環型モデルはまた、エレクト
ロニクス業界が顧客ロイヤルティやネット・プロモーター・スコア
を高め、競争優位性を築く機会にもなる。循環型ビジネス戦略に
はいろいろあるが、本レポートでは、業界内でCO2eとコスト削減
の可能性が最も大きいと想定される3つの戦略、すなわち循環型
原材料、再製造、サービスとしての製品（PaaS）に焦点を当てる。

循環型経済へ移行すると、
エレクトロニクス業界が直
面する課題の多くを、ビジ
ネスや消費者へのプラス効
果を損なうことなく解決で
きる。
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循環型戦略の優先順位

循環型戦略の優先順位を決める方法として、9つの循環型戦略ランキングという考え方がよく用いら
れる。企業はリスト最上位の戦略をまず利用し、その後、順に下位の戦略を利用するよう努めなけれ
ばならない7。

• 拒否（Refuse）：顧客が違う製品を購入しなくてもよいように、その製品は多数の機能を満たす
よう設計されているか。

• 再考（Rethink）：（共有などを通じて）最大限に利用できるように製品を見直すことができるか。

• 削減（Reduce）：製品をもっと効率的につくれるか。または、原材料を減らせるか。

• 再利用（Reuse）：製品と材料は社内外で、または他のユーザーによって再利用可能か。 
自社製品の価値をどの程度簡単に回復させることができるか。

• 修理（Repair）：機能寿命を延ばすために製品を簡単に修理できるか。

• 改修（Refurbish）：製品を復元し、古い部品を更新することができるか。

• 再製造（Remanufacture）：古い製品の部品を、同じ機能の新しい製品に再利用できるか。 
自社製品をどの程度簡単に回収できるか。

• 転用（Repurpose）：製品寿命の終わりに、古い製品の部品を、新しい機能の新しい製品に利用
できるか。

• リサイクル（Recycling）：製品の材料をリサイクルして、新しい製品をつくれるか。
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循環型ビジネスモデルの定義

循環型原材料
循環型原材料代替とは、リサイクル原材料または再生原材料を
製品に用いることを言い、有毒物質や危険物質を徐々になくすこ
とも含まれる。循環型原材料の範囲は、リサイクルプラスチック、
リサイクル金属、リサイクルガラス、あるいはバイオ素材や農業廃
棄物のような再生可能資源など、幅広い。リサイクル素材は、廃
棄物や使用済み製品を加工または転換した素材で、そこから性
質の似た、またはまったく異なる新製品が生み出される。循環型
原材料に関するこうした見方は、ループの再生をめぐるエレン・
マッカーサー財団の考え方にも符合する。そこには、有毒物質の
使用をなくす、再生可能素材・エネルギーの利用を増やす、環境
改善に資するネットポジティブ戦略を実行する、などが含まれる。

循環型原材料の使用を増やすのは、製品の排出量削減に欠か
せないステップである。製品の設計段階そのものは大抵の場合、
炭素集約度が最も高いわけではないが、構成部品や、製品の使
用・製造法に関する意思決定は、ライフサイクルの他のステージ
に大きな影響を及ぼす可能性がある。設計は循環型経済の中心
を成すと言われる。設計段階で下される決定は、製品の寿命や原
材料、修理可能性、寿命終了時の対応に影響するからだ。製品の
環境負荷のおよそ8割は、設計段階の決定に左右されるという8。
さらに、企業の排出量に目を向けると、世界の温室効果ガス排出
量の4割が、企業の購入品や販売する製品が原因で、あるいはそ
の影響で発生している9。排出集約度が低い素材へ切り替えれ
ば、「購入した財・サービス」「資本財」などのスコープ3カテゴリー
で排出量を減らすことができる。

再製造
再製造は、使用済みの製品や部品を分解、洗浄、修理、再組立
てすることで新品同様に復元する産業プロセスである。再製造の
対象製品は、元のメーカーによる元の仕様に戻し、摩耗部品や欠
陥部品を取り換える。再製造は廃棄物の発生を防ぎ、原材料の
採取を減らす方法として、循環型経済になくてはならない存在に
なりつつある。それによって、寿命を迎えた製品を再び販売・使
用することができ、廃棄物の削減、製品寿命の延伸が実現する。

製品の再製造には多くのメリットがある。特定の製品を再製造
する場合、新しい製品の製造に比べて使用するエネルギーが少
ないため、経済・環境面のコストも少なくて済み、その結果、
CO2e排出量が削減され、埋め立てられる廃棄物の量が限定さ
れる。製品がすでに製造され、再利用可能であるため、バージン
原材料の調達・加工コストを回避できる。また、スコープ3カテゴ
リーのうち、企業の「購入した財・サービス」「販売した製品の加
工」に関わる排出量を、回収計画を通じた顧客の廃棄物削減に
よって削減し、「販売した製品の寿命終端処理」に関わる排出量
を、顧客の廃棄物削減や製品寿命の延伸によって削減する（需
要を満たすのに必要な製品のインスタンスが少ないため）可能
性がある。

さらに、再製造された製品は新製品に比べてコストが大抵3～
4割低いので、価格に敏感なより多くの消費者をターゲットにす
ることができる10。またサステナビリティに対するコミットメント
を強調することで、ライバル企業との差別化ができる（Alatefi et 
al.m 2023）11。エレクトロニクス製品には重要原材料が数多く使
われているため、再製造は部材不足に対する企業のレジリエンス
を高め、リスク軽減策となる。再製造に影響を与える重要な要因
としては、自然災害や地政学的対立の増加による原材料の不安
定な供給、それに伴うコスト変動が挙げられる。

再製造戦略を効果的なものにするためには、あたかも製品の
設計時には再製造プロセスが考慮されていないかのように、設
計の段階からモジュール設計を実行しなければならない。製品
寿命の終わりに再製造するのは難しい12。設計段階で製品の再
製造特性を考慮しておけば、製品の再利用やアップグレード、メ
ンテナンスが容易になり、分解や回収も楽である。モジュール設
計の明確なメリットとしては、設計効率の向上、サプライチェーン
の短縮、製品の品質・信頼性の向上、優れた保全性などがある13。
これらはさまざまな産業に大きなベネフィットを提供する。モ
ジュール設計・製造は主要部品のアップグレードに役立ち、製品
の重要性を維持するとともに、性能の陳腐化に対する建設的な
解決策にもなる。私たちのモデルでは設計段階が最もCO2e集約
的というわけではないが、研究によると、製品のサステナビリティ
性能の約8割は設計・開発段階で決まるという14。モジュール手
法は資本支出の削減にはつながらないものの、データセンターの
ライフサイクル（約10年）全体に及ぶようそれを拡張できる15。事
業経費は抑えられ、回収期間もさらに短くなる。モジュール設計
は柔軟性が高いので、需要の拡大に応じてキャパシティを増やす
ことができる16。
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サービスとしての製品（PaaS）
PaaSは、企業が製品そのものを販売するのではなく、サービ
スの形で顧客に提供するビジネスモデルである。顧客は製品自体
を購入する代わりに、通常はサブスクリプションモデルを通じて、
製品の使用に対してお金を支払う。所有権の移転はない。B2B取
引の場合、PaaSによって資産の獲得コストは多額の資本支出か
ら、もっと柔軟な事業支出に置き換わる。こうしたモデルを採用
すると、製品の利用を増やし、定期保守による予期せぬダウンタ
イムの減少を通じて、有効寿命を延ばすことができる。サービス
提供者は製品の使用段階に対するコントロールを維持し、必要
な修理に責任を負う。したがって、ライフサイクル排出量が製品
の使用段階で最大であるときは、これは有効な戦略となる。

PaaSは革新的に見えるかもしれないが、製品の使用料を払う
という方式は、ホテル、タクシー、鉄道、航空、図書館の本など、
多くの業界ですでに一般的である。購入を基本とする経済では、
通常、買い手と提供者は販売時点で一度だけやりとりする。サブ
スクリプションを基本とするシステムでは、買い手と提供者は使
用サイクル全体を通じて接触を続けるので、信頼とロイヤルティ
が築かれる。例えば、提供者はサブスクリプション期間中にメン
テナンスサービスを提供し、サブスクリプション終了時に洗浄や
転用、リサイクルのために製品を回収することができる。PaaSで
重要なのは、それが環境・財務面で十分有用であるためには、回
収した製品が必要に応じて修理を受けられなければならないと
いうことだ。修理サービスを推進するためには、製品を容易に分
解し、その後組み立て直すことができるよう、製品の設計時にこ
うした点を考慮する必要がある。

PaaSモデルを実行すると、スコープ3カテゴリーの排出量を削
減できる。中でも「販売した製品・サービスの使用」に関わる排出
量を、多数の利用者が製品を共有できるようにし、サービスとし
て製品を販売し、再販売や再利用を通じて製品の寿命を延ばす
ことで削減可能である。ただし温室効果ガス（GHG）会計の観点
からは、製品の使用段階が延伸されると、その製品の排出量は
増加する可能性がある。

企業は使用済み製品を回収して 
改修または再製造し、再度販売する
プログラムをつくることができる。 
それによって廃棄物を削減できるだ
けでなく、手頃な価格の中古デバイ
ス向けの市場を新たに開拓できる

Andreas Nobell（TCOデベロップメント）

“
“
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温室効果ガスプロトコルに沿った排出量報告

炭素会計は、組織が排出している温室効果ガスの量を測定する1つの方法である。GHGプロトコルは、
世界で最も広く採用されているGHG排出量測定の会計基準だ。官民セクターのオペレーション、バ
リューチェーン、緩和アクションによって、温室効果ガス排出量を測定・管理する際に基準となる包括
的な国際的枠組みである。

排出量は3種類に分けられる。スコープ1と2は、社用車、発電機、消費電力など、企業のコントロール下
にあるオペレーションによる直接・間接の排出量。スコープ3は、企業からのその他全ての上流・下流
の間接排出量で、15のカテゴリーに分類される。スコープ1と2の排出量はスコープ3に比べて算出し
やすいことが多いが、排出量の大部分はしばしばスコープ3に起因する。実際、カーボン・ディスクロー
ジャー・プロジェクト（CDP）の推計では、スコープ3排出量は企業の全排出量の75％を占める17。以下
の図では、排出量削減を促す上で循環型経済が重要な役割を果たすスコープ3カテゴリーを赤枠で強
調している。
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PaaSモデルは丈夫で修理しやすい製品の創
造を促す。なぜなら企業は製品を引き続き所
有し、その維持に責任を負うからだ。この手
法は着実な収入を生むだけでなく、顧客との
関係強化にも役立つ

Andreas Nobell（TCOデベロップメント）

“

“

PaaSには3つのタイプがある

• サブスクリプションベースのサービス：顧客は月間または年
間使用料を払って製品・サービスを利用する。いつでもキャ
ンセルまたはアップグレードできるオプション付き。

• ペイ・パー・ユース：顧客は製品・サービスの実際の利用、ま
たはそこから得られる具体的成果に対して料金を支払う。
この方式は運輸、エネルギー、医療などの業界でよく用い
られる。

• リース（賃貸）：顧客は製品を一定期間利用するための料金
を支払う。期間終了時に契約を終了または更新できるオプ
ション付き。

PaaSモデルはサービス提供者と顧客の双方に対して価値を
創造する。前者にとっては、顧客との関係を強化し、新たな収益
をもたらし、競争力を高める効果があり、後者にとっては、総所
有コストを最小限に抑え、必要な時だけ製品を使えるというメ
リットがある。PaaSモデルは企業が新たな収益源を生み出す動
機づけとなるため、エレクトロニクス業界にとって大きなチャン
スとなる。

PaaSは戦略的な製品差別化を可能にするほか、顧客ともっと
統合的・長期的な関係を築き、原材料の利用を最適化する効果
もある。また長期的な契約は将来の収益源を確保することにも
つながる。このようにPaaSは優れたビジネスチャンスとなって
いる18。
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エレクトロニクス業界における循環型モデルの
可能性

エレクトロニクス業界では循環型ビジネスへの変革に投資する
のをためらう傾向がある。B2Bセグメントの顧客からの具体的な
需要が限られていること、気候対策と財務業績は両立しないとい
う誤った思い込みが原因である。しかし循環型ビジネスモデルへ
の移行は、事業コストの削減につながる可能性がある。サプライ
チェーンのレジリエンスを高め、原材料の採取や製品寿命終了時
の処分の必要性を減らす効果があるからだ。

エレクトロニクス業界が循環型ビジネスモデルの実行に適して
いるのは、以下のような要因による。

• グローバルサプライチェーン：エレクトロニクス業界のサプ
ライチェーンはグローバル化が進んでおり、人件費、原材料
の入手しやすさ、スキルセット、市場への近さなどの地域差
を利用して効率化を図ることができる。しかし、最近の世界
的なチップ不足などに見られるように、このグローバルサプ
ライチェーンの混乱により、業界のあらゆるセグメントで大
きな損失が生じている19。

• 製品の高い価値と耐久性：エレクトロニクス業界の多くのセ
グメントの製品は、高価値の機能を提供し、高い耐久性を備
えることができる。したがって、PaaSや再製造など、変革的
な循環型ビジネスモデルの実行を成功させるための条件を
満たしている。

• 再生不能な希少素材への依存：エレクトロニクス製品の生
産には、レアアース元素、コバルト、リチウム、インジウムな
ど、大量の希少原材料が必要である。また、スズ、タンタル、

タングステン、金（3TG）などの採掘は、グローバルサウスに
おける人権侵害や武力紛争につながっているため、厳しい輸
入規制を受ける20。有効寿命を終えた製品からこれらの鉱
物を責任をもって回収すれば、紛争を起こさずに重要な原
材料を調達できることがほぼ確実であり、サプライチェーン
デューデリジェンスの必要性も低減する。

• 価格弾力性と市場セグメンテーション：途上国の工業化や
インダストリー4.0の台頭に後押しされて、エレクトロニクス
業界はさまざまな市場、B2CおよびB2B顧客セグメントで成
長を遂げている。つまり、性能要件も価格感応性も異なる幅
広いタイプの顧客が登場することになる。循環型ビジネスモ
デルを導入した生産者は、直線型シナリオでは商業的に成
り立たないとされる市場や業界で、もっと幅広い顧客層を
ターゲットにすることができる。

• 環境・社会面の責任：エレクトロニクス製造業は環境持続可
能性や社会的責任に関して、厳しい目を向けられるように
なっている。エレクトロニクス業界の企業は厳格な規制を守
り、サプライチェーンの透明性を示して、消費者や規制当局
の期待に応える必要がある。

循環型モデルを実行に移すには、経済成長と際限ない資源採
取を切り離すビジネス戦略への抜本的パラダイムシフトが必要で
ある。本レポートは、エレクトロニクス業界が将来的に強靭なビ
ジネスモデルのポテンシャルをフルに発揮できるよう、循環型原
則の適用を提言しようとするものである。
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循環型モデルが推進役となり得る持続可能な開発は、将来世
代のニーズ対応能力を損なわずに現在のニーズを満たす開発、と
一般的に定義される。これまで、サステナビリティの取り組みは
コストと見なされてきた。マーケティング上のメリットがある、ま
たは法規制上必要であるといった明確な理由がない限り、誰も
喜んで負担しないコストである。しかし今日のエレクトロニクス業
界は、業界全体にとって持続可能な方法で事業運営する必要が
明らかにある。また全世界の全ての業界が、この地球のために気
候へのマイナスの影響を最小限に抑える必要がある。

エレクトロニクス業界における循環型ビジネスモデルは、現状の
まま（BAU）の直線型ビジネスに比べて、（1）気候にやさしく（CO2e
の視点から）、（2）事業コストの削減幅
が大きい、という2つの仮説を私たちは
証明しようとした。そのために、BAUシ
ナリオの経時変化を、3つの循環型ビジ
ネスモデル・シナリオと比較してモデル
化し、それが平均的企業のコストと
CO2e排出量に2035年までにどう影響
するかを調べた。2035年というのは、
その平均的企業が新しい循環型ビジネ
スモデルの中でビジネスモデルを成熟
させると仮定した時期がその頃であろ
う、と考えてのことだ。モデルでは、初
期投資段階の後に企業のオペレーショ
ンが徐々に変化し、やがて十分な成熟を迎えると想定した上で、
2023年以降のCO2eとコストの動向を追跡している。主に重視し
たのは、CO2eデータ、上下流を含めたスコープ1～3排出量の把
握、製品の視点から見た事業コストである。

直線型のビジネスモデルでは、使用段階を経るうちに素材の価
値は低減し、寿命が終わる頃にはマイナスになるが、循環型ビジ
ネスモデルはそうした素材の価値を寿命終了時にも維持しようと
する。私たちはマテリアルフローの視点を重視することにした。そ
れならば、グローバルなエレクトロニクス業界の製品が多様で、
地理的な違いがあっても比較しやすいと考えたからだ。

私たちのモデルと調査結果としてここに示す将来シナリオの基
になった入力データは、ライフサイクル分析（LCA）とライフサイ
クルコスト分析（LCC）のほか、官民のデータベースや研究論文、

外部パートナー、内部の企業ベンチマーキングデータに基づく市
場・セグメント規模の推計・予測によって主に構成された。さらに、
業界専門家からも重要な知見の提供を受けた。こうした方法を
選んだのは、大規模なケーススタディの不足、そしてLCA本来の
比較可能性、数量および詳細度が理由である。

私たちのモデルは特定のパラメーターの範囲内で機能するよう
に設計されており、直線型と循環型のビジネスモデルを主に比較
する。対象セグメントは、家電機器、自動車エレクトロニクス、産
業エレクトロニクス、ICTの4つ。家電の場合、モデルにはPC、ス
マートフォン、テレビなどの製品が含まれるが、いわゆる「白物家
電」は含まれない。ICTセグメントでモデルがカバーするのは、太
陽光パネル、アンテナ、サーバーなど。産業エレクトロニクスでは、

CTスキャナー、ペースメーカー、組み立
てラインロボットなど。自動車エレクト
ロニクスでは、主に内燃機関自動車、電
気自動車、空調設備向けの部品など。私
たちが結果に関してエレクトロニクス業
界全体というとき、それはこれら4つのセ
グメントの合計を意味する。モデル構築
に際しては80／20法則を基本指針とし、
市場規模のおよそ8割を占める2割の製
品・部品を重視した。データの収集・合
成を終わりのない作業にすることなく、
市場セグメントの実態を公正に把握す
るため、この指針に従うこととした。

さらに、私たちのモデルは、現状のまま（BAU）、循環型原材料、
再製造、サービスとしての製品（PaaS）という4つの異なるシナリ
オを包含している。今回のモデルでは可変的な財務係数および
CO2e係数を用いて、製品のライフサイクルを通じた経時変化を
把握しようとした。財務的な観点からは、これらの係数はマイケ
ル・ポーターのバリューチェーンにいう主活動と支援活動に伴う
コストを映し出す。これらのコストをメーカーの視点から見たと
き、将来的なカーボンプライシングが持続可能な行動の促進剤
になることが予測される。モデルの前提は、上記4セグメントに関
わる業界平均的なグローバル企業に最もよくあてはまる。ただ
し、地政学的な大事件、大きな災害など、グローバル経済やエレ
クトロニクスのバリューチェーンに大きく影響しかねない不測の
事態は、モデルでは考慮していないことには留意が必要だ。さら
なる限界については、この後の箇所で検討する。

直線型のビジネスモデルで
は、使用段階を経るうちに素
材の価値は低減し、寿命が終
わる頃にはマイナスになる
が、循環型ビジネスモデルは
そうした素材の価値を寿命終
了時にも維持しようとする。

方法と範囲
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エレクトロニクス業界をめぐる調査結果

ビジネス環境は絶えず変化しており、今は現状のまま（BAU）
と思われても、規制の厳格化や市場の期待の高まりによって、
2035年には見え方が変わってくる。製品の寿命終了時に必要な
コストも、原材料採取、物流、CO2eプライシングのコストも高騰
するだろう。

私たちのモデルの予測によれば、エレクトロニクス業界全体で、
2035年には2023年に比べて事業コストが最大15％増加する。
その主な要因は、スペース不足により処理費が上がり、埋め立て
コストが高騰すること、埋め立て地までの距離が延び、ガソリン
価格も高くなること、原材料採取のコストが不安定で、銅、コバル
ト、リチウム、金など、エレクトロニクス製品に使われる重要原材
料の貯蔵量が枯渇すること、炭素集約産業のCO2eプライシング
が高くなることなどだ。企業がこうしたコスト上昇に備え、その影
響を和らげるためには、循環型ビジネスモデルの導入を積極的に
検討するとよい。CO2e排出量削減や事業シナジー、効率アップ
によるコスト削減につながるからだ。これは直線型ビジネスモデ
ルにこだわり、最低限の法規制順守だけを消極的に目指した場
合と比較しての話である。

図表3のように、2035年には、3つの循環型ビジネスモデル・
シナリオの全てで、BAUモデルに比べて最大で12％のコスト削
減、10％のCO2e削減が可能になる。したがって、どの戦略を用
いるかにかかわらず、循環型戦略を採用したほうが明らかによい
ことがわかる。しかし、直線型モデルとの比較で最も優れた循環
型ビジネスモデルは、全セグメントにおいて、サービスとしての製
品（PaaS）と言って差し支えない。PaaSを導入すると、事業コス
トが最大で31％削減される可能性がある。これは全世界のエレ
クトロニクス業界で5,660億米ドルに相当する。またCO2eは
最大で15％削減されるが、これは現在の炭素価格に基づくと
220億米ドル以上に相当する21。

図表3：
BAUと比較したコストとCO2e（2035年）

2035年の削減率（直線型モデルとの比較）
コスト削減 循環型原材料 再製造 PaaS

自動車 10％ 12％ N/A

家電 12％ 13％ 27％
産業 12％ 16％ 36％
ICT 13％ 17％ 34％
全セグメント 12％ 15％ 31％

CO2e削減 循環型原材料 再製造 PaaS

自動車 3％ 5％ N/A

家電 2％ 31％ 36％
産業 6％ 9％ 8％
ICT 22％ 32％ 33％
全セグメント 10％ 15％ 15％
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図表1（再掲）：
エレクトロニクス部門のコスト推移

図表4：
エレクトロニクス部門のCO2e推移
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PaaS

顧客は流動的なニーズに応じて製品を利用できるため、PaaS
の人気が高まっている。収益源の不確実性の増大、低コスト国と
の競争、価格の変動を背景に、企業は費用対効果の高い方法で
事業運営し、同時に製品・サービスを差別化し、競争力を高めよ
うとしている。パフォーマンスベースのサービス契約を利用する
メーカーの割合が2015年に全世界で65％に達し、メーカーの
70％以上が製品の主たる差別化要因としてサービスを用いよう
とするなど、PaaSモデルのメリットは以前からすでに大きくなっ
ていた22。

サービス化モデルを早いうちに導入することで、企業は売上高
の年5～10％の成長を見込める23。PaaSモデルは適用範囲が広
いため人気が上昇している。また、消費者が利用者に変わるの
で、企業は製品の所有権を保持したまま、修理や再利用、再製造
を簡単に行える。循環型経済の観点からのPaaSの主な利点は、
生産者が耐久性や修理可能性を視野に入れて設計する動機づ
けになる点である。というのも、支払いを受けられるのは製品が
使用されているときだけで、故障していると料金を受け取れない
からだ。

PaaSシナリオを採用すると、原材料の採取、生産、寿命終了に
伴う費用などの事業コストが大幅に減少する。まず、1つの製品の
生産によってもたらされる使用サイクルが直線型ビジネスモデル
に比べて多いため、原材料の採取コストは製品の有効寿命の間
に大きく削減される。寿命終了に伴うコストも、直線型ビジネス
モデルの下で拡大生産者責任（EPR）の義務を最低限守る場合
に比べて、製品処分サービスの利用必要性が低いので減少する。
他方、PaaS戦略の導入によってCO2e排出量も削減される。製品
の有効寿命が延び、使用サイクル当たりの原材料採取および生
産による平均排出量が減るからだ。

再製造
再製造は、材料の有効寿命の延伸など、PaaSと多くのメリット
が共通しており、同じ製品の製造に要する原材料の削減、寿命終了
時の廃棄処分コストの大幅削減などが可能になる。しかし再製造
とPaaSの最大の違いは、PaaSの場合、製品がメーカーに返却さ
れ、1つの生産工程からいくつもの使用サイクルが提供される点に
ある。再製造では製品を新品同様に提供しなければならないため、
使用サイクルごとに再度の生産を経る必要があり（よって「再製造」
という）、PaaSよりもコスト高で炭素集約度も高くなる。また、再利
用や改修など他の循環型ビジネスモデルの場合、生産の必要性が
少ないため、メーカーは再製造よりも高い価値を維持できる。自
社に最もふさわしい循環型ビジネスモデルを決める際、このこと
を念頭に置く必要がある。

再製造戦略を採用すると、原材料の採取や寿命終了に伴う事
業コストが大きく減る一方、設計、生産および物流コストは増加
する。原材料採取、寿命終了に関わるコストが減少するのは、材
料が新たなライフサイクルへ向けて再利用されるため、必要な材
料や寿命終了時の廃棄物が少なくて済むからだ。しかし設計、生
産および物流コストは増加する。なぜなら、企業はビジネスモデ
ルを適応させ、後日の再製造を容易にするために製品設計を見
直し、再製造に備えて製品を顧客から回収しなければならない
（これは産業エレクトロニクスやICTなどの大きな製品では非常
に高くつく）からだ。原材料採取、生産、寿命終了の段階での
CO2e排出量は、コストの場合と同じ理由に基づき発生する。 

循環型原材料
私たちのモデルによると、循環型原材料ビジネスモデルは、評
価対象となったどの業界セグメントにおいても、単独で最もイン
パクトがあるビジネスモデルではない。再製造とPaaSによるコス
トおよびCO2e削減効果のほうがかなり高い。エレクトロニクス
製品に循環型原材料を取り入れるのは、ビジネスモデルの変更を
必要とせず、違う材料を使うだけなので参入障壁も低いが、製品
の使用、物流、寿命の終了には影響を与えない。製品の原材料に
リサイクル素材を使うと、原材料採取による排出量は減少する
が、残るライフサイクルに関しては直線型ビジネスモデルとさほ
ど変わらない。とはいえ循環型原材料の使用は、生産工程の有
害・危険物質を再生可能原材料やリサイクル原材料、バイオ原材
料で置き換えることも意味する。これは循環型原材料戦略の重
要な側面である。エレクトロニクス製品には、鉛、カドミウム、水
銀など、環境や人間の健康に害を及ぼす多くの有害化学物質が
含まれているからだ。電子機器廃棄物の適切なリサイクルが、こ
うした害を発生させないために重要である。

以下のセクションでは、2035年の各エレクトロニクスセグメン
トの予測について詳しく検討し、コストおよびCO2eの観点から
どのビジネスモデルが最適かを見ていく。
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自動車エレクトロニクス

グローバルな自動車エレクトロニクス業界は、自動車部門に欠
かせない重要な存在である。モーター駆動車の商業化以来、自
動車の機能を制御し、安全性や性能を強化している。自動化の
拡大、デジタル主導の設計技術などの後押しで、自動車エレクト
ロニクス業界は今後も拡大を続け、運転支援の強化、自動車の
安全性強化、車内ユーザー体験の向上をもたらすと予想される。
また、電気自動車や自動運転車の人気の高まりと、政府によるゼ
ロ排出車の利用促進策も相まって、市場の発展を後押しし、それ
が自動車エレクトロニクスの需要拡大につながっている。本レ
ポートでいう自動車エレクトロニクスとは、自動車の性能、機能、
安全性、快適さを高めるために使用される電子部品・システムを
意味する。これにはエンジン管理システム、インフォテインメント
システム、ナビゲーションシステム、ドライバー支援システム、セン
サー、コントロールモジュール、通信システムなど、さまざまなも
のが含まれる。現代の自動車で重要な役割を担い、エンジン制
御、エンターテインメント、接続性、高度ドライバー支援、自動車
の総合管理などの機能を可能にする。

モデルによるとPaaSは大幅な削減可能性を持っているが、
本レポート執筆時には自動車エレクトロニクスセグメントでこれ
を実行するのがかなり難しかったため、分析から除外すること
にした。PaaSは自動車エレクトロニクスでは実現が困難だが、
自動車業界全体では共有型経済（シェアリングエコノミー）へ
の移行が大きく進み、モビリティ業界で共有ベースのソリュー
ションやアクセス主導型のソリューションが大きな成長を見せ
ている。モビリティをめぐる若い世代の考え方の変化もあって、
カーシェアリングのZipcar、DriveNow（BMW）、Car2Go、
GoMore、Volvo On Demand、ライドシェアリングのBlaBlaCar
など、新しいサービスが各都市で登場しつつある24。しかし、この
カーシェアリングサービスの成長はあくまでOEMレベルであり、
PaaSがティア1、2、3サプライヤーに当てはまるとは必ずしも言え
ない。

再製造
PaaSを除いた分析によると、再製造が最も良い循環型ビジネ
スモデルである。自動車エレクトロニクスセグメントの企業にとっ
て実行しやすいことに加え、コストとCO2eの削減可能性も優れ
ている。主な分析結果によれば、再製造シナリオはコストの最大

12％の削減を可能にし（メーカーにとっての財務的魅力が確認さ
れた）、CO2eも5％削減する。コストとCO2eの削減幅が最大な
のは原材料の採取で、コストは最大61％、CO2eは最大59％の削
減が予測される。製品で再製造される部分は最も高価な「コア」
であることが多いからだ。また当然、物流コストは増加し（約
23％）、CO2e排出量も増加する（約9％）。寿命終了時にもコスト
（最大30％）とCO2e（最大83％）が大幅に削減される。数字はい
ずれも2035年直線型シナリオとの比較である。

再製造が最善の戦略である理由は、それが使用済み電子部品
の改修・復元を伴い、フルスケールの生産の代わりに洗浄、テス
ト、軽微な修理で事足りるという事実による。現在の電子部品は
特定のモデルに合わせて複雑な設計になっていることが多く、互
換性の問題や資源消費の多さからハードウェアのアップグレード
は難しい。しかし、循環型設計とモジュール設計の原則を統合す
ることにより、交換やアップグレードが容易な標準化部品をつく
れるようになる。その結果、モデルごとに新しい部品を製造する
ことによる環境負荷を削減できる。こうした互換性の高いモ
ジュール設計への移行は、再製造にとって大きなチャンスとなる。
アップグレードした部品を改修・再統合することが可能となり、サ
ステナビリティと費用対効果の両方に寄与するからだ。実際、再
製造は既存の部品を修理・再利用することで、新たな原材料の需
要やエネルギー集約的な製造工程を減らし、貴重な資源を保護
できる。現在、再製造サービスの最大の利用者は、GM、クライス
ラー、トヨタ、ホンダなどのOEMメーカーである。彼らは再製造
サービスを使って、部品交換を要するリコールに対処している。ま
た、ボーズ、クラリオン、アプティブなど、OEMへのティア1サプラ
イヤーは、エンターテインメントサービスやラジオに問題がある
場合、再製造サービスを利用している25。

自動車業界が急速な変化を遂げるなか、伝統的に盛んだった
機械部品の再製造が拡大しつつある。再製造が深く根づいた自
動車業界は、この分野のリーダー的存在となっている（エレクト
ロニクスよりも機械部品のほうがメインではあるが）。しかし、エ
レクトロニクスの再製造も徐々にポテンシャルが高まってきた。
自動車業界を席巻する変革のダイナミクスは、消費者の嗜好や
規制の変更によって急速に勢いを増している。需要に下支えされ
たこの変化に押される形で、自動車業界は特にエレクトロニクス
の分野で再製造をはじめとする循環型戦略を採用し、環境意識
の高い消費者や新しい規制枠組みからの期待の高まりに応えよ
うとしている。その結果、少なからぬ競合企業が電気自動車分野
に新たに参入してきた。それに先立ち、自動車企業とその協業
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パートナーは、ソフトウェアイノベーションや電化の推進に多大
な資源を投入した。自動車エレクトロニクスの再製造は比較的
複雑なせいであまり普及していないものの、自動車がEVバッテ
リーや安全システムなどの重要機能をサポートするために電子部
品を組み込むようになっているため、状況は変わることが予想さ
れる。さらに、既存の二次市場や解体サービスを利用して、自動
車エレクトロニクスまで再製造の範囲を広げ、循環型プラクティ
スに対する業界のコミットメントを強化することができる。

要するに、自動車業界にとっては、循環型ビジネスモデルの中
でも再製造を優先するのが最も的確な解決策である。ただ、実
際のビジネスにおいては、複数の循環型プラクティスを取り入れ
るのが最もインパクトの強い戦略になる。歴史的に成功し、業界
の専門知識にも裏打ちされたこの選択は、実用性があり、持続可
能性にもかなっている。再製造でリードする業界の現状を活か
し、移行を促すには、協業やパートナーシップが極めて重要だ。
エレクトロニクス統合の先行きが有望であることから、自動車
エレクトロニクスの再製造へ向けた進展が予想される。自動車
業界でサステナビリティ重視が高まっていることもプラス材料
になる。こうしたステップを通じて、自動車業界は気候への影響を
減らし、財務的実行可能性を強化する方向へ進むことができる。

家電機器

家電機器はコミュニケーションやエンターテインメント、生産
性、日々の暮らしに影響を与える、現代生活に欠かせないものと
なった。市場への適合性が高く、何十億というデバイスが全世界
で販売・使用されている。技術の急速な進歩、接続性への需要の
高まり、デジタル化、消費者の嗜好の変化などが、家電業界を後
押ししている。消費者が求めるのは、利便性や機能性、接続性を
提供し、ユーザー体験を高めるデバイスである。家電製品の幅は
広く、用途や排出量もさまざまなので、本レポートではいわゆる「黒
物家電」だけに焦点を当てる。具体的には、スマートフォン、テレ
ビ、コンピュータ、オーディオシステム、ゲーム機、カメラなど、個
人・家庭用のデバイスや機器が含まれる。また、個人および専門
家のエンドユーザーに向けたパーソナルIT機器（例：コンピュータ、
ラップトップ、あるいはキーボードやマウス、プリンターなどの周
辺機器）も含まれる。冷蔵庫、洗濯機、冷凍庫などの「白物家電」
は、排出量のホットスポットのばらつき、製品寿命の違い、製品本
来の目的などを考え、調査からは除外した。

PaaS 

私たちのモデルによると（図表3を参照）、PaaSは家電業界
にとってコストの面からも排出量の面からも最善の戦略に思わ
れる。2035年の直線型シナリオと比べて、コスト削減率は最大
27％、CO2e削減率は最大36％に達する（CO2e削減率は全ての
業界・セグメントの中で最大）。スマートフォンやラップトップなど
のデバイスは使用中のエネルギー消費は少なく、最大の排出源は
原材料採取と生産（76％）であるから、これも合点が行く26。した
がって、製品の寿命を延ばすPaaSなどの方法や、原材料の採取
を減らし、スマートフォンなどの家電機器の大量生産の必要性を
なくす再製造モデルが、製品当たりのコストと排出量を削減する
有効な手段となる。これは私たちのモデルにも反映されており、
2035年直線型シナリオと比べて、原材料採取の削減率はコスト
面で最大67％、CO2eで最大70％となった。スマートフォンやテ
レビなどのデバイスは現状、設計寿命および希望寿命より短い期
間しか使われていないため、これは特に重要である27。スマート
フォンは売上高と販売台数の面で主要な位置を占める家電製品
であり、通信市場全般への貢献度も高いため28、本レポートでは
それを代表事例に用いる。

地球温暖化係数（GWP）の観点から言うと、スマートフォンは
現在より少なくとも20年は長く使わなければならない。よってそ
の設計・販売方法を大きく変える必要がある29。新しいスマート
フォンをつくる際の排出量の大半は、原材料の採取、加工、生産
の段階で生じる。実際、希少・重要原材料を含むスマートフォン
部品の生産工程は原材料およびエネルギー集約度が高い。ちな
みに100万台のスマートフォンには15kgのパラジウム、34kgの
金、350kgの銀、1万6,000kgの銅が含まれているとされる30。
2.7年しか使われないスマートフォンを1台つくるのに75kgの資
源が使われ、それが毎年12億台も販売されている（2022年）31。
とはいえ、製品寿命を延ばすだけでは十分ではないかもしれな
い。なぜなら、人々が新しいスマートフォンを買うのは故障した
からではなく、最新テクノロジーに後れをとりたくない、契約で
アップグレードを提供される、ハードウェアを頻繁にアップグ
レードせずにいられないなど、他の理由によるからだ32。した
がってメーカーはもっと長い使用を促すため、設計段階での改
善オプションを重視しなければならない。例えば、互換性のある
ケースや充電器、ソフトウェアとハードウェア両方のアップグレー
ド可能オプション、交換可能なバッテリーやスクリーンなどが考
えられる33。この分野で先頭に立つのは、2023年で10年目を迎
えるフェアフォンで、世界で最も倫理的なスマートフォンをつくる
ことを目標にしている。もっと長く電話を使ってもらう動機づけ
として、同社は「フェアフォン・イージー」というPaaSサービスを
提供している。これはスマートフォンのサブスクリプションサー
ビスとしてオランダで試験的に始まったものだ。スマートフォン
には利用者のたくさんのプライベート情報や思い出が保存され
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データセキュリティ上の懸念：コン
ピュータやスマートフォンなど、データ
が保存されたデバイスの場合、データ
セキュリティが大きな懸案事項にな
る。消費者や企業はデータが不正にア
クセスされるのを恐れて、再利用やリ
サイクルのためにデバイスを返還する
のをためらう可能性がある

Andreas Nobell（TCOデベロップメント）

“

“

ているため、PaaSモデルへ移行する企業は厳格で透明性の高い
消費者データ保護方針を用意しなければならない。さもないと
消費者はデータ漏洩を恐れて、スマートフォンの返還をためらう
可能性がある。消費者はまたスマートフォンを保有したがる傾向
があり、所有コストより使用コストのほうが高いと思いがちであ
る。したがって所有ベースではなく使用ベースに切り替えたほうが
よい根拠を明確にしなければならない。

B2B家電におけるPaaS戦略は「サービスとしてのデバイス」の
利用を通じて現れてきた。これは顧客がコンピュータやスマート
フォンなどのデバイスを有料サービスとして手にすることができ
るモデルである。メリットとしては、デバイスのバックアップ、ア
セットトラッキング、寿命終了時の処分など、デバイス管理面の
心配をする必要がないため、顧客ニーズが単純化されることが
挙げられる34。レノボ、HP、Foxwayなど多くの企業は、企業の
IT機器向けにこうしたサービスを提供している。この種のサービ
スは企業規模において非常に有効であるため、主にB2Bで実行
されてきた。このモデルはいくつものライフサイクルでデバイスが
使われるようにして、デバイスの寿命を延ばすことができる。
Foxwayのように、新たなライフサイクルでまた使えるよう、返還
されたデバイスの大半を改修・修理する企業もある。「サービス
としてのデバイス」モデルを選ぶ企業は、ビジネスニーズや一時
的なプロジェクトニーズに応じて規模を拡大または縮小でき、デ
バイスを新たな従業員に再循環させることもできるため、高い柔
軟性を得られる。PaaSモデルの他のタイプと同様、月次のサブ
スクリプション料金やオフバランスのソリューションにより、コス
ト構造を予測しやすい。

家電業界のイノベーションのスピードは速く、メーカーは絶えず
新しい機能やしゃれたデザインを導入し、性能を高めようとする。
企業は競争力を維持し、消費者のニーズの進化に対応するため、
研究開発に多額の投資をする。製品イノベーションで重視される
のは、ディスプレー技術、バッテリー寿命、処理能力、カメラ性能、
ソフトウェア特性、ユーザーインターフェースなど。家電が進化を
続けるのに伴い、サステナビリティや環境への配慮が注目される
ようになっている。メーカーはエネルギー効率、リサイクル可能
性、責任ある材料調達を徐々に重視しつつある。また電子機器廃
棄物削減の取り組みの一環として、デバイスの改修や製品ライフ
サイクルの延伸といったトレンドの拡大も見られる。

さらに、消費者の可処分所得の増加、市場におけるテクノロ
ジーの急速な変化、IoTやAI、クラウドコンピューティングなど家
電市場に大きく影響する最新テクノロジーの導入によって、家電
業界は今のペースで成長し続けることが予想される。新しいス
マートフォンの市場が成長するのと同時に、中古スマートフォンの
市場も成長している。控えめに見積もっても1億～1億4,000万台
の中古スマ－トフォンが消費者によって売買されており、市場規
模は180億米ドルに上る。中古スマートフォン市場は拡大スピード
が速く、スマートフォン市場全体の4～5倍の速さで伸びている35。
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環境保護庁によると、米国では毎日41万6,000台以上（年間1億
5,100万台）の携帯電話が処分されており、平均的なアメリカ人
は24カ月ごとに新しい携帯電話を買う36。加えて、アメリカ人は
2017年にスマートフォンの画面修理に30億米ドル以上を費やし
たという37。

このようにPaaSなどの循環型ビジネスモデルは、企業が手頃
な価格のリースやPaaSなどのビジネスモデルによってこれら既
存の市場を活用し、利用率の増加を通じて製品の数を減らし、環
境負荷を減らすのに適している。欧州環境事務局の2019年の調
査によると、EUの全てのスマートフォン、ラップトップ、洗濯機、掃
除機の寿命を1年延ばせば、2030年には二酸化炭素排出量を年
間約400万トン削減できる。これは200万台以上の車を1年間、道
路からなくすのと同じ効果がある38。

PaaS戦略は、もはや機能しなくなった製品が返品されたとき
に再製造部品を組み込むという方法にまで拡大できる。実際、半
導体や集積回路などの貴重な電子部品は、エレクトロニクス製品
の中で最も高価な部品であることが多く、その再製造はビジネス

上意味がある39。しかし、それは環境面でもコスト面でも意味が
あるのに、現在はめったに適用されていない。というのも、半導
体技術はイノベーションサイクルが速いため、市場で入手できる
半導体の違いやばらつきが大きくなるからだ。つまり再製造に適
したスマートフォンを見つけるのが難しいのである40。

修理サービスを提供するのもビジネス上、大きな意味がある。
企業にとっては新製品を一からつくるより、故障した部分を直す
ほうが安く済むからだ。さらに、EUの「修理する権利」指令やエ
コデザイン指令、フランスで最近施行された循環経済法に見ら
れる自己申告の修理可能性指数などの規制のほか、スウェーデ
ンやオーストリアでも金銭的なインセンティブが導入された。こ
れらは全て家電の修理サービスをもっと簡単に利用できるよう促
す取り組みだ。
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産業エレクトロニクス

産業エレクトロニクスは、産業目的の電子機器を製造する幅広
い分野である。産業プロセス、製造、オートメーション、医療機器、
科学機器、制御システム、その他専門的な用途で使われる電子機
器が対象となる。本レポートでは、産業ロボット、温度センサー、
ペースメーカー、超音波機器、CTスキャナー、MRIスキャナー、
ヒューマン・マシン・インターフェース（HMI）などのB2B機器類の
ほか、誘導電動機、同期リラクタンスモーター、感情指数メーター
などの産業機器が含まれる。

私たちのモデルの産業エレクトロニクスに関する結果は、
CO2eとコストのデータが2つの異なる循環型ビジネスモデルを
指しており、自動車エレクトロニクスや家電ほど明確ではない。
コスト削減の面では、PaaSが産業エレクトロニクスにとって最
善のモデルであり、それはまた直線型モデルと比較したコスト削
減率が4つのセグメントの中で最大（36％）である。しかしCO2e
削減率は最大8％にすぎず、再製造のほうが9％弱とわずかに高
い。したがって以降では、2つの循環型ビジネスモデルの両方に
ついて、企業がそのビジネスを変革させるべき方向として説明し
ていく。

PaaS

産業エレクトロニクス製品は耐久財として設計され、高額の資
本投資と考えられるため、PaaSモデルが理想的である。PaaSビ
ジネスモデルは提供企業と顧客双方の利益にかなっている。顧客
は機器の所有権ではなくパフォーマンスに対して料金を支払うの
で、自らの中核的なオペレーションに専念できる。機器の位置づ
けはバランスシート上で資本支出から事業費用に変わる。これは
十分な資本にアクセスできないスタートアップ企業や、新しい市場
で事前調査をしたい企業には魅力的な選択肢である。またPaaS
ビジネスモデルによって、産業エレクトロニクス製品の生産者は
もっと柔軟な条件を提示し、着実な売り上げがあるものの大型資
産投資をするだけの資本を持たない顧客も新たに受け入れること
ができる。例えば顧客は、長い投資回収期間を設定せずとも、海
外への事業拡大や新しい業種への進出を実験しやすくなる。

生産者にとってもメリットがある。つまり製品の有効寿命を延ば
そうとする動機が働き、予期せぬダウンタイムを減らすための予
防保守を行うようになる。例えばロールス・ロイスは廃棄物を減ら
し、資源効率を最適化するために「Power by the Hour」というパ

フォーマンスベースの循環型ビジネスモデルサービスを提供し
ている41。これは顧客にもプラスである。航空機のエンジンは研
究開発で多額の先行投資を必要とする高価な資産であるが、これ
によって保守点検の間隔を長くできる。このサービス化モデルは
廃棄物削減や資源効率最適化の助けになる。同じエンジンで長く
飛ぶことができれば、新しい製品をつくる必要性が減るからだ。

具体的に医療機器分野では、医療機器のリースにも大きなポテ
ンシャルがある。多くの組織にとって医療機器の購入は非常に高
くつくため、リースには多くのメリットがある。主なメリットとして、
初期費用の低さ、アップグレードの可能性、質が高く手頃な価格
の顧客サービス（国によっては、医療機器リースは税控除可能な
費用と見なされる）、保全・修理コストの削減などが挙げられる42。
例えばフィリップスは医療顧客に「サービスとしての医療機器」と
いうPaaSモデルを提供しており、医療関連組織は機器を買わず
に最新の医療技術を利用できる。

再製造
再製造はCO2eの観点から最善の循環型ビジネス戦略で、削
減率は最大9％。コスト削減率も最大16％となっている。このセ
グメントでは決して目新しいものではなく、製品の価値を維持す
るために1970年代から行われている主要な循環型ビジネス戦略
である。例えば、建設・採鉱機器メーカーのキャタピラーなどの
企業は、再製造のビジネス上の重要性を認識し、1973年から主
要産業機器を再製造している。再製造品は新製品に比べて価格
が45～85％低いので、顧客には手頃な選択肢となる。原材料の
使用も80～90％少なくて済む43。

このサービスにより、多大な資本投資を要する新製品の購入資
金を持たない顧客層も新たに取り込むことができる。例えば、カ
イロの首都機能をシンガポールに匹敵する広さのエリアに移して
住宅ニーズを満たそうとするエジプトで、急拡大する需要に応え
ることができる44。こうした都市を建設するには、多くの産業用
製造機器が必要となるため、再製造ビジネスモデルは拡大する
ニーズを満たすことができる。
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産業エレクトロニクス機器の再製造は医療機器分野で高いポ
テンシャルを持つ。MRIスキャナーやCTスキャナーなどの医療機
器は、まだ何年も使えるのに数年間使っただけで処分され、代わ
りに新モデルが導入されることが多い。一部の家電機器と同じよ
うに、故障以外の理由で交換されているのだ。このように製品が
たびたびアップグレードされるのは、病院が最新テクノロジーを
掌握しておきたいと考えるからで、多くの高価な医療機器が頻繁
に買い換えられるのは技術イノベーションのスピードが主な理由
である。機器が良くなれば診断や治療
も良くなるとの考え方である45。

しかし、国によって医療水準には大き
な差がある上、開発スピードや資本への
アクセスの度合いが違うため、この差は
開き続けている。その結果、まだ使える
製品が、多くの国がそうした機器を利用
できない状況の中で処分されている。グ
ローバルノース諸国で古くなった機器が
技術力のない途上国・地域で「第2の人生」を送れるようにすれば、
その地域の医療水準の向上につながる可能性がある。一般に医
療業界は規制が厳しく、医療機器の再加工・再製造の基準も厳格
である。医療エレクトロニクス機器の再製造は、規制上の障壁を
克服できる企業や組織にとって大きなチャンスとなる。

例えばフィリップスは、モバイルCアームシステム、超音波、磁
気共鳴、コンピュータ断層撮影（CT）などの製品で循環型システ
ムのサービスを提供しており、同じフィリップスの新しいシステム
と比べて価格が平均25％低くなる。中古システムの平均重量の8
割が再利用できる46。OEMによるコスト削減が大きいのは、主に
原材料の削減によるものだ（原材料採取段階でコストを最大で
59％、CO2eを最大で61％削減）。製品の回収システムを持ち、そ
の後再製造して新しい顧客に販売するメーカーは、「購入した

財・サービス」カテゴリーのスコープ3排出量を削減できる場合
がある。なぜなら、回収システムの物流管理と修理・再製造プ
ロセスの排出量が新製品の排出量を下回る限りは、新しい原材
料が以前より少なくて済むからだ。

産業エレクトロニクスは、エネルギー、運輸、半導体、農業など、
他のさまざまな業界の効率や生産性を高める上で重要な役割を
担う。カギとなる分野の1つは、工程の自動化である。すなわち

オートメーションを用いて産業プロセスを
制御・監視し、人的介入の必要性を低減
する。近年の技術進歩により産業エレク
トロニクスは高度化し、費用対効果も高
まった。つまり、原材料の取り扱いから飲
食品の加工、産業ロボットまで、いわば本
流的な用途での使用が増えている。使用
範囲が拡大しているため、産業エレクトロ
ニクスの需要は今後も高まることが予想
される。したがって、より持続可能な方法

で成長させる必要がある。産業エレクトロニクスは用途が多様
で、非常に幅広い分野であるが、私たちのモデルでは先述のよう
に、このセグメントの成長を炭素集約度の低いものにするために
は、PaaSと再製造の2つが検討すべき優れた選択肢である。

産業エレクトロニクスは、エ
ネルギー、運輸、半導体、農
業など、他のさまざまな業
界の効率や生産性を高め
る上で重要な役割を担う。
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情報・通信技術（ICT）

IoT、オートメーション、AIなどの新しいテクノロジーに適応し
たインフラの必要性が高まるなか、通信事業者はデジタル化の
動きの中心にいる。ICTには、通信ならびに情報の創造、保存お
よび伝達で使われるデバイスやシステムが含まれる。本レポート
では、サーバー、ネットワーキング機器、通信デバイス、電気通
信ネットワーク、人工衛星システム、ルーター、モデム、その他
のネットワーキング機器など、情報システムインフラの生産・設
置に重点を置く。家電は含まれない。よって、本レポートでは、
主にB2B取引に焦点を当てる。

私たちのモデルの予測では、ICTセグメントにおいてはコスト
面でもCO2e面でもPaaSが最善の循環型ビジネスモデルであり、
2035年の直線型モデルに比べて最大でコストは34％、CO2eは
33％削減できる。コストとCO2eの観点から、直線モデルと比べ
て、このビジネスモデルの実行による恩恵を最も受けるのは、原
材料採取と製品寿命終了の段階である。

ICTエレクトロニクスセグメントにおけるPaaSシナリオには合
理性があり、すでに主流となっている。ICT顧客は伝統的なITハー
ドウェアを所有するのではなく、クラウドベースのPaaSサービス
へ移行しつつある。オンデマンド・セルフサービス、広範なネット
ワークアクセス、リソースプーリング、迅速な拡張性、低コストなど、
クラウドコンピューティングのほうが、メリットが多いからだ47。
PaaSモデルを採用するとインフラコストがバランスシート上で資
本支出から事業費用になる。データセンターのような大型インフ
ラの初期費用が高いため、これはICTセグメントにおいて注目す
べき選択肢である。力強い市場成長、データやICTサービスの世
界的な利用拡大と並行して、この市場の成長スピードには伸びも
見られる。エリクソンによると、ネットワーク利用者数は直線的
な増加が見込まれる一方、IoTは指数関数的に拡大するという48。
ICT機器が世界的に売り上げを伸ばすなかで、グローバルサウス
諸国のICT売上高はグローバルノース諸国を上回る伸びを示して
いる。これはインターネットやブロードバンドにアクセスできるよ
うになっている人が多いためだ49。

ICTセグメントでは一般に3種類のPaaSモデルが利用されて
いる。クラウドプロバイダーがインターネットを通じて自身の
データセンター・リソースを顧客に提供する、そんなクラウド
サービス・モデルである。その3つとは、サービスとしてのソフト
ウェア、サービスとしてのプラットフォーム、サービスとしてのイ
ンフラだ（定義は図表5を参照）。

現在のICT市場は、クラウドコンピューティング、ビッグデータ
分析、AIの利用増のせいで成長している。最も成長が速いアプリ
ケーションセグメントであるクラウドサービス市場は、PaaS戦略
を適用し始めている。アマゾン ウェブ サービス、グーグル、マイ
クロソフトなどの事業者はすでにそうしたサービスオプションを
使って、特定の市場や地域でニッチなビジネスチャンスを特定し
ようとしている。

このようにICTプロバイダーは互いに競い合っているが、それ
だけでなく、この成長に乗じようとするオーバー・ザ・トップ（OTT）
サービスと呼ばれる事業者とも競争している。OTTはインター
ネット経由で提供されるサービスだが、インフラを必要とせず、ま
た通信事業者の規制枠組みに従う必要もない。スカイプ、ワッツ
アップ、フェイスブックなどのプレーヤーは無料のアプリケーショ
ンで人々の間の通信スタンダードを再定義し、この分野の主な収
入源を侵食する形となった。また、ユーチューブ、ネットフリック
ス、スポティファイなどの企業はオーディオやビデオの消費をデ
ジタル化し、ビジネスレベルではアマゾン、マイクロソフト、グー
グル、IBMといったプロバイダーが世界的に広がったクラウドイ
ンフラを活用している。こうした新規参入者は事業者のビジネス
モデルに大きな影響を与えており、企業は主な収益源の変化に
伴ってビジネスモデルを変える必要に迫られている。

全体としてICTセグメントの変化は、限りある資源の需要の高
まりが大きな要因であり、その結果、アーバンマイニングやリサイ
クルが盛んになっている。デジタル化や接続性の拡大により、
PaaSや再製造などの新しいビジネスモデルが登場している。



PwC  |  エレクトロニクス業界の未来を見据えて：循環型ビジネスモデルのメリット 25

図表5：
ICTセグメントで利用される3つの主なPaaSモデルの比較

サービスとしてのソフトウェア50 サービスとしてのプラットフォーム51 サービスとしてのインフラ52

定義 ソフトウェアやデータが処理されてICT
企業のサーバーに保存され、利用者が 
インターネットでそれにアクセスする 
ソフトウェア配信モデル。サービスとして
のプラットフォームと違って、完成した
ワークロードを提供する。サービスとして
のソフトウェアの市場は現在3兆米ドル。
市場予測では2030年には10兆米ドルに
達する見込み53。

インフラを構築しなくともアプリケー
ションを開発、実行、管理できるプラット
フォームを顧客に提供するクラウドコン
ピューティング・サービス。

企業がワークロードを創造・管理するた
めのツールを提供する。サービスとしての
プラットフォームの市場規模は2020年に
440億米ドルで、2030年には3,190億米
ドルに達すると予想される54。

ストレージ、ハードウェア、サーバー、ネッ
トワークコンポーネントなどのオペレー
ションを支援するためのコンピュータの
アウトソーシング55。

サービスとしてのインフラ（IaaS）の市場
規模は2021年に537億米ドルで、2030年
には4,851億米ドルに達する見込み56。

このPaaS
サービスを 
提供している
企業の例

Salesforce、Google Apps、Trello、
Netflix、Zoom、Spotify、Slackなど

Google Cloud、Microsoft Azure、
Oracle Cloud Platformなど

Amazon Simple Storage Service、
Google Cloud Platform、Microsoft 
Azure Virtual Machines、Rackspace 
Managed Cloud

メリット • 柔軟な支払い方式
• オンデマンドで利用できるサービスの
拡張・縮小が可能

• 自動アップデート
• 他のビジネスアプリケーションとの統
合が容易でカスタマイズ可能

• 簡潔性と利便性
• 資本支出が不要
• コンピュート／ストレージインフラ
• チームがリモートでも協業可能

• 多くの場合、購入しなくてもワーク
ロードのオペレーションが迅速・容易
で、コスト効率も高い

• 一時的・実験的なワークロードに有効

課題、リスク • 顧客が問題をコントロールできない
• アプリケーションの新バージョンを 
顧客が制御できない

• ベンダーの切り替えが困難
• クラウドセキュリティ

• サービスの利用可能性やレジリエンス
に関する懸念

• ベンダーロックイン
• 内部変化

• 要件が極めて細かい
• インフラ構成が不透明
• プロバイダー依存で、サービスレジリ
エンスが不安
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限界と検討
このセクションでは、私たちのモデルの限界と、循環型ビジネ
スモデルの導入時に企業が直面する当面の課題について触れる。

私たちの予測モデルの限界

本レポートは歴史的にほとんど先例のない、循環型ビジネス
への移行を予測しようとするものであるため、探索的な性格を
持つ。調査結果の一般化可能性について読者にお伝えするた
め、私たちは今回のモデルの限界についても率直にお話しする
こととした。循環型経済は複雑なテーマであり、どんなモデリ
ングもそうだが、検討すべきでありながら分析の対象から外れ
た側面が少なからずある。かといって、この分析結果がいい加
減というわけではなく、私たちはただ、どんな欠点や不足点も包
み隠さずお話ししたいと考える次第である（仮説に基づいて未
来を予測しようとするモデリングは全て、多かれ少なかれ不完
全だということも認めざるを得ないが）。

モデルから得られる知見はコンテクスト固有のものである。つ
まり、その一般化可能性はある程度限定される。因果関係と相関
関係の関係は複雑であり、考えられるリバウンド効果や外的混乱
の包括的な評価をモデルで提供するも
のではない。透明性やバランスのとれた
見解を維持するため、調査チームはこう
した限界を率直に認めている。また、モ
デルの時間軸は2023～35年とし、この
12年間の影響を探ろうとした。循環型モ
デルへの移行を重視する初期投資段階
の後、時間とともに徐々に変化が見られ
ると想定している。

データの質と入手可能性に関しては、
先述のように、本レポートのデータはさまざまな方法で収集した。
環境関連のデータは主に、幅広い製品を含むライフサイクルアセ
スメント（LCA）データに由来する。財務関連のデータは、市場
調査や市場規模予測、企業のアニュアルレポートなどの情報を統
合した。ちなみに家電セグメントは情報公開が進んでいるため、
データを比較的入手しやすかった。データ分析の主な重点は、二
酸化炭素換算（CO2e）データで、これは上下流のスコープ1、2、3
の排出量を示す。LCAは、メーカー自身または学術機関が惜しむ
ことなく提供してくれた。データの精度や妥当性を確保するため、

業界専門家からも重要な知見を提供してもらった。ただし、一定
のバイアスが結果に影響を与える可能性があることは留意してお
く必要がある。バランスのとれた視点を提供できるよう努めては
いるが、データ入手のレベルはセグメントによって違いがある。特
に、家電は官民の多くのデータを利用することができたが、自動
車エレクトロニクスは基になるデータが全体として少なく、分析
結果も十分とは言えない。

私たちのモデルは入力データとしてLCAに依存しており、その
マイナス面の1つは標準化が図られないことだ。データソースが
違えば、LCAの各ステップの範囲・限界も違うし、それらの境界や
「含む／含まない」の基準も違う。入力データ量が膨大であるた
め、全てのデータソースで境界を標準化することはできず、入力
データの質は結果の誤差に影響を与える可能性がある。この点を
考慮されたい。

また、モデルがすでに複雑な性格を帯びているため、いくつか
の要因を除外せざるを得なかった。例えば、評判（先行者の利益
か、それとも衛生要因として最低限を満たすだけか）、各国の人
件費などがそれに当たる。こうした要因を念頭に置いた上で、私
たちの調査結果は絶対的な真実というよりも簡易推定であり、地
球的な視点と財務的な視点から捉えた潜在的価値を示すもので
ある。

循環型経済を表現する際、循環型ビジネス
活動は直線型経済よりも強いエコシステムの
中で相互作用するとよく言われる。廃棄物ヒ
エラルキーにおいて排出される二酸化炭素を
抑えるため、企業は協業を強化し、エコシステ
ムのシナジーを基盤としなければならない。
私たちはこの産業共生の論理を支持はする
が、モデルのシナリオでその複雑さを反映す
ることはできない。仮説の設定はそれぞれ別
の環境で行われると考えられるため、各種循
環型ビジネスモデルおよびシナリオの相互作

用はモデリングには含まれない。同様にモデル環境では、地政学
的事象、リバウンド効果、特殊な事象などの混乱を引き起こす要
素は、予測が難しいため除外している。

人間の行動は複雑で、未来予測はさらに不確実なため、分析
では消費者行動の複雑な要素は除外し、新しい循環型ビジネス
モデルが一般にどれだけ受け入れられるか、そしてその後の消費
行動がどうなるかを推測している。

本レポートは歴史的に
ほとんど先例のない、
循環型ビジネスへの移行
を予測しようとするもので
あるため、探索的な性格
を持つ。
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実行の障壁

循環型ビジネスモデルのベネフィットは 
現在のGHG会計手法に反映されるとは限らない

循環型ビジネスモデルへの移行の障害として、温室効果ガス排
出量会計がよく取り沙汰される。企業の排出量報告の透明性強
化を求めるEU企業サステナビリティ報告指令（CSRD）など、現
在の法規制では、透明性の高い方法で排出量を適切に報告する
重要性が高まっている。GHG会計基準はどちらかといえば直線
型経済に適応しているため、一定の排出量削減や排出量回避に
ついて説明するのが難しい。例えば、修理サービスによって製品
の寿命が延びている、または耐久性が増して多数のサイクルで使
用できるようになっている（PaaSなど）場合、消費による排出量
をグローバルレベルで減らすには製品寿命を延ばすことが重要
だとわかっていても、個々の製品レベルでは排出量が増加する。

したがって、最も広く使われているGHG報告基準である温室
効果ガスプロトコルなどの会計基準では、循環型ビジネスモデル
による排出量削減というベネフィットは必ずしも反映されない。
同プロトコルの限界に対応するため、持続可能な開発のための世
界経済人会議（WBCSD）などの組織は「回避された排出量」を
定量化するための指針文書を作成している。ネットゼロ・イニシ
アチブは回避された排出量を、企業が製品・サービスを通じて提
供するベネフィットを参照シナリオとの比較で定量化する方法と
定義している57。本レポートでは、循環型原材料、PaaS、再製造
などの循環型ビジネスモデルを採用する企業は、新製品を製造す
る場合と比較したCO2e削減量を伝えるために、回避された排出
量を用いることができる。

企業が循環型経済を目指すための 
初期投資コスト

循環型ビジネスモデル戦略の実行は、時として初期費用を増加
させることがあり、それを理由に企業は二の足を踏む可能性が
ある。私たちのモデルでも実証されたように、循環型ビジネスモ
デルを目指そうとすると、従来の事業コストに加えて、設計、生産
および物流の段階でコストが増加する場合がある。それでも、循
環型経済が長期的で持続可能な財務リターンをもたらす可能性
は、アーリーステージ投資、ベンチャーキャピタル、プライベート
エクイティのほか、銀行融資、プロジェクトファイナンシング、循
環型保険など、資本投資の多くの形態においてすでに認識され

ている58。エレン・マッカーサー財団の推計によると、循環型経
済を重視するプライベート・マーケット・ファンドの数は2016年
から2020年の間に10倍に増えている。循環型経済を部分的で
あれ全面的であれ、重視するパブリック・エクイティ・ファンド
は、2017年以前には存在しなかったが、2020年にはすでに10
のそうしたファンドが、ブラックロック、クレディ・スイス、ゴー
ルドマン・サックスなどの代表的企業によって立ち上げられて
いた59。こうした投資・配分額の増加は、ビジネスモデルの移行
に極めて重要である。なぜなら、循環型ビジネスモデルを推進
しようとするとき、初期投資コストと資源の入手可能性がネック
になりやすいからだ。

このように、循環型モデルは企業にとって有望で、金融サービ
スの対象にもなる。しかし、企業の置かれた戦略的状況が限界
要因になることも認識しておかなければならない。この分野に早
い時期に進出する企業は、移行のために全力を尽くし、学習と実
行の高いコストを負担することが多い。一方、遅れて参入するラ
イバルはコスト面で優位になる可能性がある。PaaS:Platform 
as a Serviceのシナリオでは排出量およびコスト削減の点で大
きな可能性があるのは確かだが、長期間にわたる取り組みであ
り、少なからぬリソースと時間を必要とすることを認識すること
が重要である。PaaS的な戦略は企業の「稼ぎ方」を変え、市場
参入戦略の見直しを余儀なくさせるので、実行は一筋縄ではいか
ない。循環型モデルの恩恵にあずかろうとする経営者は、自社の
状況や能力、リソースをよく検討し、独自の循環型経済行動計画
を策定しなければならない。たとえ意欲的なビジョンを持ってい
ても、少しずつ着実に策を講じることが、最終的に循環型モデル
への確かな移行をもたらすことになる60。

したがって、まずは循環型原材料シナリオの可能性を検討する
ことから始めるのが現実的だろう。それが以降の変革プロセスの
基盤となる。原材料の変更であれば、企業はビジネスモデルを変
える必要はないので、比較的簡単に実行できる。新たな調達機会
を評価し、循環型原則を取り入れるのは、多くの企業にとって競
争優位性を失うことなく取り組める手法と考えられる。完全な
る循環型ビジョンへ向けたさらなる施策に備えるための学習プ
ロセスには大きな可能性がある。そのプロセスを通じてすでに
御社は、業務プロセスの最適化の可能性、循環型の製品設計変
更、報告を成功させるための循環型指標に関する知見を手に入
れている。



循環型
原材料

サービス
としての製品

循環型モデルが
事業戦略に
十分根づく

再製造
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循環型原材料戦略をどうにかうまく実行できたら、次の段階
へ進み、再製造が実現可能かどうかを検討できる。循環型原材
料に比べると、再製造は次のような点でさらなる取り組みが必要
になる。例えば、リバースロジスティクスを確保しなければなら
ない。また、新しい製品・素材を扱う通常の生産ラインとの統合
は難しいので、場合によっては「使用済み」の製品・素材を扱うた
めの生産ラインを追加しなければならない。ITシステムの変更も
生じるかもしれない。例えば、使用済み製品・素材の回収、価格
設定および生産を扱うためのERPシステムのアップグレードなど
が考えられる。

最後に、再製造は、製品の新たな購入方法を顧客に提供する
新しい市場参入モデルを必要とする。しかしモデルの中で見たよ
うに、再製造戦略は必ずと言ってよいほど、循環型原材料に比べ
て高コスト、高排出量につながる。この時点で企業は、PaaSモデ
ルのほうが理にかなっていないかを評価し直すことができる。
PaaSは確かに実行が困難でリスクも伴うが、排出量とコスト削
減に関してはもっと効果が大きい。そんなディスラプティブなモ
デルを追求したほうが企業の成功につながるかもしれないのだ。

循環型モデルへの道筋

調査結果からは、時間とともに収益性が低下しかねない直線
型ビジネスモデルから循環型ビジネスモデルへ移行する必要性
が明らかになる。循環型モデルを採用するとCO2e排出量の削減
につながるだけでなく、コストも大幅に削減できる。自社の戦略
ビジョンに符合した循環型ビジネスモデルの検討をすぐに始める
ことをお勧めする。本レポートで示す結果は、エレクトロニクス部
門の企業が循環型モデルに挑戦するための基本指針となる。

循環型ビジネスモデルへの移行は、サステナビリティの面で効
果をもたらすだけでなく、今後の大きな成長にもつながる。あら
ゆる業界の企業が循環型原則を採用しているのは、それがビジ
ネス上、理にかなっているからだ。循環型原則はコスト削減、売り
上げ増、そしてリスク管理の助けになる。

図表2（再掲）：
循環型モデル実現へのプロセス
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図表6：エレクトロニクス業界各セグメントの循環型経済ドライバーを表すヒートマップ61

エレクトロニクス業界における循環型経済成長ポテンシャルのドライバー

イノベーションと企業行動 法規制 消費者の嗜好（B2C、B2B）

家電機器 • エレクトロニクス業界でレアアースの需要
が高まり、その限られた資源に対する需要
拡大がアーバンマイニングやリサイクルの
増加につながる（現在リサイクルされてい
るのはレアアース元素のわずか1％）62

• テクノロジーとデジタル化が新しいビジネ
スモデルを可能にし、リバースロジスティク
スの選択肢も増えている

• エレクトロニクスに関する法規制の数が全
世界で増えている

• EU：EU修理する権利、 フランス‐循環経
済法、EU循環型経済行動計画

• アフリカ：ナイジェリア‐エレクトロニクス
製品に関するEPR法、南アフリカ‐廃棄物
法、ガーナ‐有害電子廃棄物管理法と諸
規制

• 南北アメリカ：チリ‐ 循環型経済のロード
マップ、米国25州‐電子機器廃棄物リサイ
クル法

• アジア：中国‐エレクトロニクス製品の循
環型経済に関する高い目標、韓国‐電子
機器廃棄物のEPRが全国で27以上の製品
をカバー

• レアアース材料の利用に対する政治的関心
の高まり（例：EU重要原材料法）

• フェアフォン、サムスンなどの企業を通じて、
発展スピードの速いエレクトロニクス業界
についていくため、改修製品やサービスとし
ての製品モデルを選ぶ顧客が増えている63

• IT製品向けにリースサービスを利用する企
業が増えている

産業エレク 
トロニクス

• EUのメーカーは平均40％を材料に費やし
ており、限りある資源の需要が高い

• 高度な製造業では、デジタル技術を使って
生産時の廃棄物を減らすというイノベー
ションが起きている

• EU循環型経済行動計画、EU産業戦略、
EPR政策、埋め立て税など規制強化

• 有害物質に対するREACH規制

• 廃棄物や汚染の悪影響に関する顧客の認
識が高まっている

• コロナ禍をきっかけに、世界的ショックへの
レジリエンスを高めるため、修理や再製造
の事例が増えた（換気装置など）

ICT • エレクトロニクス業界でレアアースの需要
が高まり、その限られた資源に対する需要
拡大がアーバンマイニングやリサイクルの
増加につながる（現在リサイクルされてい
るのはレアアース元素のわずか1％）64

• 「サービスとしてのインフラ」モデルにより、
共通のデータセンターやネットワークインフ
ラを運用

• グーグルなどの企業は再製造サービスを購
入し、既存機器を改修することで、循環型経
済原則をデータセンターに適用している

• データセンターはエネルギー集約度が非
常に高く、使用中に多くの熱を生む。よって
冷却用にさらにエネルギーを使う必要が
ある。その熱を回収して地域暖房や食品生
産など他の用途に使うために、多くの国が
その変革を推し進めようとしている。例えば
EUでは、エネルギー効率指令や再生可能
エネルギー指令によってデータセンターの
エネルギー回収を促している。オランダの一
部の自治体は、管理の厳格化のためにデー
タセンター新設の禁止を発表している65

• 世界的なデジタル化の進展や接続性の向
上により、市民がデジタルプラットフォーム
やデジタル市場にアクセスできる66

• 5Gの導入が進めば、IoT技術が循環型経済
をもっとサポートできるようになる67

• 多くのICTプロバイダーは自社のクラウドコ
ンピューティング・サービスについて、PaaS
などのサブスクリプションモデルへの切り替
えを進めている

自動車エレク
トロニクス

• イノベーションの高まりを反映してモビリ
ティの電化へのシフトが続いており、それが
自動車エレクトロニクスにも及ぶ可能性が
ある

• すでに中古市場があり、業界は再製造に
寛容68

• 例えばトヨタは自動車の水平リサイクルの
ために自動車解体施設を認定している69

• 再使用、再利用、再生される自動車部品の
最低基準を定めた「自動車型式認証におけ
る再使用、再利用、再生の可能性に関する
指令」（2005／64／EC）など、自動車一般
に関する法規制の数が増えている。ただし、
電子制御ユニットやセンサーなどの電子部
品は再使用不能と見なされ、対象外

• よって規制当局は、循環型戦略をもっと取
り入れるよう少しずつ企業に求めているが、
まだ電子部品は対象になっていない。しか
し、循環型経済行動計画では、それらの規
制を修正することが含まれている

• 多くの市場では、消費者のモビリティに対す
る認識や自動車の所有に関する考え方が明
らかに変わりつつあり、それと合わせるよう
に「サービスとしてのモビリティ」サービス
も増えている。この分野でPaaSなどの循環
型ビジネスモデルが消費者に受け入れられ
ていることが背景にある

短中期の成長ポテンシャルが 
高い
短中期の成長ポテンシャルが 
上昇中
短中期の成長ポテンシャルが 
限定的またはまだ不十分
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循環型ビジネスモデルによる機会拡大

私たちのモデルでは、コスト削減の視点とCO2排出量の視点
に絞って、循環型経済への移行のインセンティブを見てきたが、
その移行を下支えする重要な要素は他にもある。そこで、エレク
トロニクス業界の循環型経済への移行にとって必要な以下の5つ
についても説明を加える。

1. 法規制の要求：世界中の政府が循環型経済目標の達成を推
し進めようとしている。欧州グリーンディールならびにオース
トラリア、中国、チリなどの国で進む循環型経済ロードマッ
プでは、循環型の取り組みの重要性が強調されている。

2. 税と補助金：企業が循環型経済の取り組みをもっと採用す
るよう促す上で、税と補助金も政府にとって有効な手段であ
り、移行を実現する重要な方策である。

3. デジタル化：デジタル化の時代となり、エレクトロニクス業
界の4つのセグメント全てが大きな成長を遂げている。他方、
デジタル化はループを閉じ、マテリアルループを減速させ、
高い資源効率によってループを狭めることで、循環型ビジネ
スモデルの実行を促進する効果があるため、循環型経済に
とって重要な要素である。

4. 協業の必要性：コンプライアンスと透明性が当たり前のもの
になるに従って、企業は効果的なデータ収集やシステムサ
ポートのためにもっと協業する必要が出てくる。

5. 資源不足とサプライチェーンの混乱：資源の不足、とりわけ
重要原材料の不足によって、エレクトロニクス業界は循環型
経済原則を採用せざるを得なくなっている。というのも、こ
れらの原材料はエレクトロニクス機器の製造に不可欠なの
に入手が容易ではないからだ。循環型プラクティスを業界で
採用すれば、バージン資源への依存を減らし、リサイクルを
促進し、エレクトロニクス・サプライチェーン全体のレジリエ
ンスとサステナビリティを強化することができる。

私たちのモデルには含まれなかった、エレクトロニクス業界の
循環型経済への移行を支援する他の要因を示すため、以下では
上記の5つについて詳しく解説する。

法規制

循環型プラクティスの採用を促し、「採取・製造・廃棄」の行動
パターンを正す上で、法規制は極めて重要である。それは企業と
個人を持続可能なプラクティスへと導く枠組みやインセンティ
ブ、義務を構築する。電子機器廃棄物は世界で最も増加スピード
が速い廃棄物なので、さまざまな国の多くの規制当局が電子機器
廃棄物の発生を抑制・防止しようとしている。こうした規制圧力
の良い例として、EUはスマートフォンのライフサイクルの全ステー
ジでその環境負荷を抑えようとしている（図表7を参照）。先にも
触れたが、規制は循環型ビジネスモデルの実行を促すこともある
が、直線型経済に適応するきらいがあるため、その実行を妨げる
こともある。

以前は法規制が循環型経済への移行の妨げになることが多
かったが、近年は循環型経済原則を強化するような世界的規制
が増えている。その狙いは資源効率を高め、廃棄物を削減し、環
境への影響に歯止めをかけることだ。こうした規制は、伝統的な
直線型生産モデルとの決別を望む共通の方向性を反映するよう
に、幅広い業界や地域をカバーしている。例えば日本をはじめと
する国々は、賢明な資源利用や廃棄物削減を促すための法律を
施行している。

また、中国政府の循環型経済発展戦略は持続可能な生産と消
費を重視している。資源不足や環境上の懸念に対応する必要性
が差し迫るなか、これらの国際的規制はいずれも、持続可能な未
来を確保するためには循環型経済フレームワークへの移行が必
須であることを強調している。
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欧州およびEUは循環型経済関連の進歩的な法規制を数多く
導入しており、循環型経済のリーダーを自任している。そこで、今
後の循環型経済への移行にグローバルな好影響を及ぼすと考え
られる先駆的な法規制に焦点を当てる。以下では、フランス循環
経済法、EU循環型経済行動計画、企業サステナビリティ報告指
令（CSRD）という3つの主な法規制を詳しく見ていく。

フランス循環経済法
2020年、フランスは包括的な循環経済法（資源の循環と廃棄
物の削減を目指した循環経済に関する法律）を導入した。その目
標は、計画的陳腐化の問題に取り組み、資源管理のあり方を改善
し、より透明性の高い情報を消費者に伝えることで、設計段階か
ら廃棄物や汚染をなくし、サプライチェーン全体を直線型から循
環型モデルへ変えることだ。これは世界初の政策措置という点で
特筆に値する。食品以外の売れ残った製品の廃棄を禁止したの
はフランスが初めてである。企業は売れ残った製品を埋め立てた
り、焼却したりするのではなく、再利用、寄贈またはリサイクルし
なければならない。また、スマートフォンやラップトップ、洗濯機、
テレビなどの電子・電気製品に修理可能性指数を義務づけたの

もフランスが初めてである。メーカーに設計段階で修理可能性に
ついて考慮させ、消費者にも製品購入時に修理の選択肢を意識
させることで、実際に修理される製品の割合を増やそうとする狙
いがある。目標は修理される電子・電気製品の割合を2026年ま
でに40％から60％に増やすことだ。この法律により、修理、再利
用、再製造など、家電機器の循環型ビジネスモデルの実行が可能
になる。

EU循環型経済行動計画

欧州レベルでは、2020年に循環型経済行動計画が採択された。
今後5年以内に実行すべき施策が詳しく記述されている。欧州委
員会はこの行動計画の中で、循環型製品の市場を拡大するため
に7つの主な製品サプライチェーンを対象にしており、その1つが
エレクトロニクスおよびICTだ。電子機器廃棄物はEUで最も増
加スピードが速く、リサイクル率が低い。この分野での目標は、エ
コデザイン指令（2009／125／EC）に基づいて携帯電話やタブ
レット、ラップトップなどの家電機器を包含することである。そう
すればエネルギー効率や耐久性、修理可能性、アップグレード可
能性、保守管理、再利用を意識した設計がなされ、製品の使用期

図表7：
家電機器の変革を推進するEUの事例

概要：適用法規制

REACH規制（1907/2006/EU）

特定有害物質使用制限（RoHS）指令（2011/65/EU）

バッテリー指令（2006/66/EC）（2023年に改正予定）

廃棄物枠組み指令（2008/98/EC // 改正：2018/852/EC)

鉱業廃棄物指令（2006/21 /EC）

埋め立て指令（1999/31/EC）

電気電子機器廃棄物（WEEE）指令（2012/19/EU）

紛争鉱物規制（EU）No. 2017/821

エコラベル規制（EC）No. 66/2010

使い捨てプラスチック指令（2019/904）

包装および包装廃棄物指令（94/62/EC）

拡大生産者責任（EPR）規制

エネルギー効率指令（2012/27/EU）
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間が延びるからだ70（スマートフォンのエネルギーラベリング：C
（2023）1672、スマートフォンのエコデザイン要件：C（2023） 
3538）。企業は製品のエネルギー効率に関する情報だけでなく、
バッテリーの1サイクル当たりの耐久時間、自由落下信頼性、バッ
テリーの耐久サイクル数、EU修理可能性クラス、侵入保護等級な
どの情報も提供しなければならなくなる。これらの法規制は欧州
議会で承認されれば、2025年半ばに発効する。いずれも循環型
経済行動計画から派生したEU循環型電子機器イニシアチブの一
環である。同イニシアチブは、エレクトロニクスおよびICT向けの
規制措置を実施し、エネルギー効率や耐久性、修理可能性、アッ
プグレード可能性、保守管理、再利用、リサイクルを意識した設
計がなされるようにすることを目指している71。

CSRD

欧州での報告のあり方を方向づけるもう1つの指令は、EU企業
サステナビリティ報告指令（CSRD）である。これはサステナビリ
ティパフォーマンスや関連の戦略的含意に関する詳細で広範な
開示を企業に義務づける、新たな規制と言える。開示について規
定するのは欧州サステナビリティ報告基準（ESRS）だ。CSRDに
起因する最大の変化は、企業幹部が事業戦略とサステナビリティ
課題を強く関連づけるようになることだろう。この規制では有害
物質や放射性廃棄物の量、非リサイクル廃棄物の量の報告が義
務づけられており、データの透明性が高まることが期待される。
企業に対しては、行動を起こし、もっと循環型の事業を目指せと
いう間接的な圧力が高まることが予想される。これはそのまま、
循環型原材料戦略の導入強化を求める声につながる可能性も
ある。

さらに、CSRDは経営者に対して、会社が（マテリアリティの拡
大定義に従って――この点は下記に説明する）重要と考えるサス
テナビリティ課題のそれぞれに、戦略や計画の面でどう対処して
いるかを報告するよう義務づけている。例えばエレクトロニクス
企業の幹部は、資源不足が重要（マテリアル）だと特定したら、関
連する影響や機会、リスクと戦略・目標を結びつけなければなら
ない。欧州を拠点とするエレクトロニクス企業はそうすることで、
循環型経済を、コア事業に組み込む新しいチャンスとして利用す
ることができる。

サステナビリティのテーマを中核戦略に取り込む幹部も中に
はいるが、それはまだ主流にはなっていない。経営者は今なお、
顧客ニーズ、競争力学、経済トレンド、技術進歩などの伝統的な関
心事を基に戦略を立てることができるが、その一方、気候変動や
人権などのサステナビリティ課題は、法的コンプライアンス上の
問題としてしか扱っていない。その結果、サステナビリティと価値
創造をリンクさせようとする取り組みは企業によって大きく異
なってしまう。

生産者、メーカー、リサイクル業者、消
費者などのステークホルダーの間で透
明性やアカウンタビリティを高める上
では、政策や法規制が促進剤の役割
を果たす。業界を循環型モデルに導く
ためのベンチマークや目標、基準の策
定において、それらは重要な役割を
担っている。

重要な一例は、電子機器廃棄物に関
する拡大生産者責任（EPR）規則で、
これはエレクトロニクス部門における
循環型モデルを後押ししてきた。イン
ドのように電子機器廃棄物管理のエ
コシステム内でインフォーマルセク
ターが大規模な国では、エコシステム
をフォーマルなものとして近代化する
には、政策による効果的なサポートが
必要だ

Sangeetha Raghuram（PwCインド）

“
“
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税と補助金

法規制に関する議論とも密接に関係するが、税と補助金は企業
を循環型経済へ向かわせる良いインセンティブとなるため、2つ目
の効果的な要素としてフォーカスする。本レポートですでに述べ
たように、私たちは循環型ビジネスモデルへ移行する企業の価
値を、コストとCO2eに絞った観点で評価してきた。つまり、税な
どの課徴金や、提供可能なインセンティブや補助金については
十分に考慮していない。税やインセンティブを考慮に入れたら、
循環型ビジネスモデルへ向けてもっと良い結果が出ると考えら
れる。

税金やインセンティブは一般に、行動を促したり、行動に影響
を与えたりするように設計されている（「飴と鞭」）。多くの環境税
や環境課徴金は「汚染者負担」の原則に基づいている。つまり汚
染企業が高い税金を負担する。税額控除などのインセンティブ
はその反対方向に機能する。欧州グリーンディールを通じて、欧
州は初の気候中立大陸になることを目指している。したがって企
業と市場に環境負荷を低減させるため、さまざまな税や法規制を
ハイペースで導入し続けている。その結果、現状のままのモデル
にこだわる企業は新たな税を課され、それが原価の上昇、ひいて
は利益の減少につながる。こうしたビジネスリスクそのものが、
企業を現行の戦略やバリューチェーンの見直し、そして循環型ビ
ジネスモデルへの移行に向かわせる。今すぐ行動を起こせば、実
行コストを削減し、もっと持続可能で収益性の高いビジネスにつ
ながっていくインセンティブが得られるだろう。各国政府は企業
の移行を促すために多額の財政支援を提供している。EUの産業
計画、米国のインフレ削減法などがその例だ。

こうした側面をよく検討する重要性を強調し、循環型ビジネス
モデルへの移行の最初から法務・税務部門を関与させるのが極
めて重要である。これは考えられるあらゆる結果を理解するため
に必要不可欠だ。場合によっては費用が発生して営業利益に影
響することもあるし、ビジネスの継続性に直接影響を与える義務
が生じる可能性もあるからだ。Ex� taxプロジェクトはケンブリッ
ジ・エコノメトリクスとともに、PwCの支援も受けて、「包摂的循
環型経済を支援するためのEU財政戦略」案を公表した72。これ
は、循環型経済の税務面から見た影響や財政的意味について説
明している。

デジタル化

エレクトロニクス業界の成長の多くを牽引しているのは、さま
ざまな部門で増えているデジタル化の活用だ。デジタル化はま
た、循環型経済への移行を可能にする重要な要因でもある。製品
の入手可能性、場所、状態に関する正確な情報を提供することで、
マテリアルループを閉じる助けになるからだ。実際、デジタル化は
循環型経済にとって大きな意味を持ち、ループを閉じ、マテリア
ルループを減速させ、高い資源効率によってループを狭めること
で、循環型ビジネスモデルを促進する効果がある。研究によると、
IoT、ビッグデータ、アナリティクスなどのデジタルソリューション
は、製品設計の改善、ターゲット顧客へのアピール、製品の監視・
追跡、技術サポートの改善、保全管理の提供、製品使用の最適
化、改修や製品寿命終了時の活動の強化などを通じて、循環型
経済への移行を可能にすることがわかっている（Bressanelli et 
al.）73。このようにデジタル化は製品ライフサイクルのあらゆるス
テージで効果を発揮する。例えば、製品の予知保全にデータを使
い、製品寿命を延ばすなど、デジタルソリューションを再製造戦
略で利用することができる。

材料や部品を循環的な方法で管理するには大量のデータが
必要であり、それが循環型戦略実行の障害とされることがよく
ある74。すぐに入手できる情報が不足しているという現状に対応
するため、EUは「持続可能な製品のためのエコデザイン規則」の
一環として「デジタル製品パスポート」という考え方を新しく導入
している。このパスポートは原材料に関するあらゆる情報を提供
し、再利用戦略や循環型経済への移行を可能にする。それぞれ
の製品には独自性があるが、その独自性は特定の製品に関する
情報を持つデータソースと関係づけることができる。もっと具体
的には、製品パスポートは以下のことを通じて、より持続可能な
循環型経済に貢献する。（1）製品の持続可能性と循環性に関す
る情報を消費者に提供する、（2）製品・部品の持続可能性に関
する標準化された技術情報を事業者に提供する、（3）各業界が
独自のデータエコシステムを開発し、「修理する権利」の確立に
貢献し、製品のアップグレード、追跡可能性や透明性の向上を促
進することができるようにする75 76。
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循環性の基準とベストプラクティスを
確立するための業界全体の協業には、
大きな価値がある。企業は力を合わせ
ることでシステムを変革し、コストを
分かち合い、循環型モデルへ向けて共
に進歩を遂げることができる

Andreas Nobell（TCOデベロップメント）
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協業

循環型経済にとって重要な4つ目の要素はパートナーシップや
コラボレーションである。こうした協業は循環型社会への移行に
欠かせない。なぜならビジネスモデルの考え方は、1つの企業が
ループを閉じて終わりというものではなく、エコシステム全体が
それをしなければならないからだ。PaaSなど何らかのビジネス
モデルを適切に実行するにはバリューチェーン内のパートナー
シップが必要になるが、しかし、正しいパートナーを見つけるのは
なかなか難しい。

循環型モデルを支えるパートナーシップは、全てのステークホ
ルダーのために価値を創出できる。パートナーシップのメリットに
は、新しい材料や安価な材料へのアクセス、輸送コストやエネル
ギーコストの削減、知識の共有、新しい製品・サービスの創造、リ
スクとリワードの共有などがある77。さらに、ステークホルダーと
のパートナーシップにより、責任や義務を共有し、個々の企業の
財務・業務面の負担を軽減することもできる。この種の協業は、
バリューチェーン全体を通じた垂直協業の形をとることもあれ
ば、業界内または他の業界との水平協業の形をとることもある。

循環型ビジネスモデルを実行してバリューチェーンの一部の排
出量を削減しても、他の部分の排出量が増えるケースがよく見ら
れる。実際、ほとんどのセグメントのモデルで、廃棄物回収プログ
ラムが整備されると物流段階の排出量が増加する。排出量が別
の段階へ移転するのを防ぐには、上流のサプライヤーおよび下流
の小売業者との協業により、正味排出量が削減され、システム的
な見方がとられるようにするのがよい。これを分析するため、企業
はGHGプロトコルのスコープ3排出量に注目することができる。
例えば自社製品を設計している企業なら、リサイクル企業と協力
して、材料の再利用を促し、リサイクル率を高めるために製品を
どう設計すればよいかを検討できる。

エレクトロニクス業界におけるその具体例として、フィリップス
モニターやサムスンなどの企業間の協業が挙げられる。両社は
「クローズドループ」サービスを提供するクロージング・ザ・ループ
と協力して、市場に出したデバイスと同数の故障デバイスを回収、
リサイクルしている。これは「ワン・フォー・ワン」として知られる
グローバルなEPRコンセプトである。

業界内の水平協業は業界全体に影響を及ぼすことができるの
で、パートナーシップの中でも非常に強力である。新しいビジネス
モデルの実験方法として、比較的大きな企業は新たな事業活動
の助けになるスタートアップと協業することもできる。例えば、
PaaSや再製造のモデルの多くの予測では、リバースロジスティク
スなどを通じて製品を会社に戻したとき、物流段階のコストと
CO2eが増加する。多くのスタートアップがこの分野で登場し、こ
れらのビジネスモデルを試す絶好の機会を提供している。歴史あ
る企業にとってこれは初期コストの低減につながる。また、循環
型ビジネスモデルの実行を妨げる法規制がある場合は、業界レベ
ルで一致協力して規制の変更を求めることもできる。
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図表8：
主な非再生可能資源が枯渇すると予測される時期

エレクトロニクス製品はリチウム、
コバルト、ニッケル、マンガンなどの
レアアース金属や重要金属を含んで
いるので、こうした金属の再利用や
リサイクルのための循環型モデルが
必要だ。そうすれば原材料の採掘や
加工への依存が減るため、汚染や
GHG排出といった環境への悪影響
も少なくなる

Sangeetha Raghuram（PwCインド）
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資源不足とサプライチェーンの混乱

最後に、エレクトロニクス業界が循環型経済の実行を始める上
でもう1つ重要なのは、原材料がますます不足しているという事実
とサプライチェーンの混乱である。先述のように、エレクトロニク
ス業界はレアアース金属、貴金属などの限りある原材料資源に大
きく依存している。複雑な電子・電気機器は最大60の元素を含む
と言われている78。こうした資源の採取や加工は、生息域の破壊、
水質汚染、GHGの排出など、環境にしばしば大きな影響を及ぼ
す。エレクトロニクス製品の需要が拡大し続けると、資源が枯渇
し、環境劣化が進む恐れがある。図表8のように、現状のままを続
ければ資源枯渇へとまっしぐらに突き進みかねない原材料が、エ
レクトロニクス業界では数多く使われている。
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米国
ベリリウム 90%
ヘリウム 73%

南アフリカ
イリジウム 85%
プラチナ 70%
ロジウム 83%
ルテニウム 93%

ブラジル
ニオブ 90%

コンゴ民主
共和国
コバルト 64%

フランス
ハフニウム 43%

ロシア
パラジウム 46%

トルコ
ホウ酸塩 38%

ルワンダ
タンタル 31% タイ

天然ゴム 32%

中国
アンチモン 87%
バライト 44%
ビスマス 82%
ホタル石 64%
ガリウム 73%
ゲルマニウム 67%
インジウム 57%
マグネシウム 87%
天然黒鉛 69%
リン鉱石 44%
リン 58%
スカンジウム 66%
シリコン金属 61%
タングステン 84%
バナジウム 53%
軽希土類（LREES） 95%
重希土類（HREES） 95%

*赤字はエレクトロニクス業界で使われて
いる原材料の例

出所：欧州委員会

図表9：
重要原材料のEUへの供給シェアが大きい国（2010～14年の平均）　79
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エレクトロニクス業界で使われる素材の多くはいわゆる重要
原材料である。EUによると、重要原材料は、EUにとっての経済的
重要性と供給リスクの両面で閾値に達する、または閾値を超える
原材料と定義される。例えばスマートフォンには最大50種類の原
材料が含まれる可能性がある80。重要原材料はハイテク製品や
新しいイノベーションにとって特に重要である。電子・電気機器業
界は、アンチモン、ベリリウム、コバルト、ゲルマニウム、インジウ
ム、白金族金属、天然黒鉛、レアアース元素、シリコン金属、タン
グステンなど、さまざまな重要原材料に依存しているとされる81。

デジタル化の主な影響の1つは、大量のデータを生成し、デー
タセンターや企業インフラ、スマートフォンなどの端末に保存し
なければならないことだ。図表10にあるように、IoTなどの新しい
技術を活用して、コネクテッドロボット、自動運転車、センサーな
どが、バリューチェーン全体の産業プロセスでますます多く使わ
れるようになる。デジタルネットワークやデジタルサービスが世
界的に拡大すると、人々のインターネットへのアクセスが増え、接
続機器や光ファイバーの必要性も高まる。デジタル化に伴ってス
マートフォンなどの家電機器の販売も増加する。スマートフォンの
販売台数は2018年の1億3,000万台から着実に増え、2035年に
は1億8,000万台に達する見込みである82。
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主な意思決定者にデータ主導の
知見を提供することは、循環型経
済への移行を成功させる基盤と
なる。循環型モデルへの初期投
資が、長期的な費用対効果や収
益性の下地をつくる

David Ringmar（PwCスウェーデン）

“

“
循環型経済への移行におけるPwCの役割

PwCスウェーデンは、サステナビリティを目指すクライアント
の取り組みをサポートし、変革を促進することに力を注いでいる。
私たちの一連のサービスは、それぞれのクライアントのニーズや
スタート地点に合わせて提供されるが、それを支えるのは、サス
テナビリティをビジネスモデルやベストプラクティスに組み込ん
で実行することに精通した深い専門性である。私たちは「持続可
能なイノベーション」プロセスを専門としており、革新的で環境に
やさしいソリューションを導くと同時に、「循環型ビジネスモデリ
ング」サービスを提供して資源効率を最適化し、廃棄物を最小限
に抑える。総合的なアプローチの一環として「サーキュラリティ成
熟度評価」を行い、クライアントのオペレーションの循環性を測
定するとともに、改善すべき分野を特定する。包括的なサービス
を通じて、特に循環型エレクトロニクス産業において、クライアン
トがサステナビリティを受け入れ、プラスの変化を推進できるよ
う支援する。

私たちのサステナビリティアドバイザーのチームは能力が高く、
クライアントがあらゆる調達活動で循環型原則を実行できるよ
う、個々のニーズに応じたサービスを提供できる。「循環型調達
戦略」の策定、持続可能な調達オプションの特定、循環性基準の
優先順位づけ、循環型原則の調達プロセスへのシームレスな統合
をサポートする。

私たちの専門領域は「循環型製品設計」にも及ぶ。クライアント
と密接に協力しながら、製品の寿命を延ばし、修理可能性とリサ
イクル可能性を実現するための最適設計を見いだし、循環型経済
原則を常に順守する。また、「循環型サプライヤー選定」の指針
を提供し、サステナビリティやサーキュラリティ、倫理的プラク
ティスを優先するサプライヤーの特定、そうしたサプライヤーとの
協業をサポートする。

さらに、私たちは「循環型調達」のためのサプライヤーガバナン
スと管理のノウハウを提供する。循環型基準の順守を確保し、サ
プライヤーのパフォーマンスを監視し、サプライチェーンにおける
継続的改善を促すための強固な枠組みやプロセスの構築を支援
する。私たちの総合的なサービスにより、クライアントは調達活
動全般で循環型モデルを取り入れ、エレクトロニクス業界に環境・
社会面のプラスの影響をもたらすことができる。

あわせてPwCは社内の幅広い専門性を活かして、最近承認さ
れたEU企業サステナビリティ報告指令（CSRD）をはじめ、進化
を続けるサステナビリティコンプライアンスの重要な側面にクラ
イアントが対応するのをサポートする。詳細なESG指標報告を含
むCSRD要件の影響を受ける大企業は、欧州サステナビリティ報
告基準（ESRS）の順守、この情報をめぐる限定的保証の達成に
関する私たちの助言を役立てることができる。サポート内容とし
ては、マテリアリティ評価の実施、CSRD保証要件への対応、環
境・GHGのベースラインパフォーマンスの測定、社会的考慮事項
の評価、削減目標の設定、企業レベルとバリューチェーンレベル
でのKPIのモニタリングなどがある。法規制におけるESG重視が
高まるなか、PwCは、クライアントがそうした義務を果たす準備
を整え、私たちの幅広いデータや知識を活用して今後のサステナ
ビリティ報告にもしっかり対処できるようにする。

上述のように、循環型ビジネスモデルを効果的に設計・実行し
ようとするとき、協業は必要不可欠だ。自社のエコシステム内の
全ての関係者を考慮しないと、循環型ビジネスモデルの効果的な
計画・実行は難しい。そこでPwCは、企業がエコシステムでの自
身の役割や、他のステークホルダーへの依存度を理解するための
ツールを開発した。
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PwCの循環型イノベーションフレームワーク

図表10：
循環型イノベーションフレームワーク

PwCの「循環型イノベーションフレームワーク」はPwCドイツ
によって開発された。その狙いは、生物学的・技術的サイクルを
通じた素材の循環に関する最新の科学的知識を、循環型製品・
サービスの設計用のアクション志向のツールへと転換することで
ある。このフレームワークは、マテリアルフローを調整して循環
型ビジネスコンセプトを支援するための戦略を提供する。製品
の生産システムの調整と、製品の使用システムの革新的調整を
組み合わせた循環型ビジネスコンセプトを開発するために用い
られる。循環型ビジネスモデルは、マテリアルフローのタイプと
してnarrow（投入資源の削減）、connect（製品価値の拡大とエ
コシステムの構築）、slow（製品・部品寿命の延伸）、close（閉ルー
プ化）という4つの包括的戦略に分類される。そしてその中に、本
レポートでフォーカスした3つの主要戦略が認められる（赤枠で
強調した）。

ENABLE（可能にする）
システムの効果・
影響を高める

NARROW

上流
製造エコシステム

下流
製品エコシステム循環型価値提供

少ない原材料を
効率的に使う

CLOSE
最大の価値を創出
できるように原材料を
循環させる

データとデジタル化
バージン
原材料の
投入を
削減する

価値の
リークを
なくす

自社
オペレーション

サプライヤー

エコシステム

自社の活動

サプライヤー

エコシステム

製品機能の
見直し

再生製造

原材料の
透明性の確保

原材料の
バージン
グレードへの
リサイクル

循環型原材料
投入 製品の

回収・分解

循環型サービス
とパートナー
シップ

再製造

保全・修理

ペイ・パー・
サービス

リースとシェア

再利用

トータルケア

アップ
グレード

循環型製品
アーキ
テクチャ

デザイン・
フォー・
エックス

提供モデル

回収モデル

パートナーシップと
エコシステム

市場構築と
規制エンゲージメント

CONNECT
製品価値を拡大し、
エコシステムを築く

SLOW
製品・原材料の
寿命を延ばす



私たちの調査から、どの循環型ビジネスモデルの潜在的価値
が最も高いかがわかる。御社がエレクトロニクス部門のどのセグ
メントに属しているか、またCO2e排出量削減とコスト削減のど
ちらを目指しているかという両方の観点から潜在的価値を確認
できる。全体として、循環型戦略を実行すると、コストを業界平均
で12％、CO2e排出量を10％削減できると予想される。ただし今
回の結果はあくまでセグメント内の平均的企業を想定したもので
あり、読者は自社独自の背景や能力、目標の高さなどを考慮に入
れなければならない。

調査では、PaaS、循環型原材料、再製造という3つの循環型
戦略だけにスポットを当てた。図表10に
あるように、エレクトロニクス業界での
移行を進めるには、他にも多くの戦略が
利用可能である。また、それらの戦略は
単独で実行されることは少なく、相互に
組み合わせて実行されることが可能で
ある。例えば、製造段階で循環型原材料
を使い、使用段階でPaaSモデルを利用
することで、コストとCO2eの削減幅を大
きくできる。製品が故障したら、再製造し
て再び販売することができる。自社のサステナビリティ戦略や目
標のレベルに合わせて循環型ビジネスモデルを探求するのが重
要だ。私たちのモデルが説明するように、PaaS（サービスとして
の製品）はさまざまなセグメントにとって優れた選択肢となる。し
かし実行当初は課題が出てくる可能性もある。多くの企業は、循
環型ビジネスモデル内での一連の移行に備えることで恩恵を手
にし、最終的に循環性を組織に取り込むことができる。

最後に、今回評価したCO2eとコスト削減の可能性以外にも考
慮すべき点があることは、頭に置いておかなければならない。環
境面では、資源不足、水や土地の利用、生物多様性などの問題が
ある。環境面以外では、エンドユーザーの期待や要求、サプライ
チェーンにおける人権、企業のサプライチェーン戦略、市場参入
戦略、法規制上の要求事項、さらには循環型ビジネスモデルへの
戦略的移行のために投じる資金といった要因が挙げられる。

これらはビジネスモデル実行の障壁になることもあれば、障壁
を制限することもあるが、いずれにしても戦略の修正に際して考
慮に入れなければならない。実際、ビジネス変革の推進は複雑で

あり、循環型ビジネスモデルへの移行
は、ESGの視点を取り入れ、サステナビ
リティをビジネス上の強みとして利用す
るという幾分新しい考え方や、法規制
の複雑さ、そして顧客の意識や期待の
高まりなどのせいで、さらに困難なもの
になる。このようなビジネス変革の実行
促進を目的として、PwCの循環型イノ
ベーションフレームワーク、サーキュラ
リティ成熟度評価などの外部ツールを

利用できるいくつかのフレームワークがある。また、TCOデベロッ
プメントなどの組織や、このテーマについて幅広い専門知識を持
つPwCなどのパートナーは、全般的なアドバイスを提供すること
ができ、そうした組織とのコラボレーションによって御社は確実
に変革を実施することができる。

まとめ

多くの企業は、循環型ビジ
ネスモデル内での一連の移
行に備えることで恩恵を手
にし、最終的に循環性を組
織に取り込むことができる。
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